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序序序序章章章章    本研究本研究本研究本研究のののの背景背景背景背景とととと目的目的目的目的    
第第第第 1111節節節節    次世代次世代次世代次世代テクノロジーテクノロジーテクノロジーテクノロジー・・・・マネジメントマネジメントマネジメントマネジメントのののの問題点問題点問題点問題点    
 メーカは、現状の自社事業や技術だけではいずれ収益が出なくなることが判っているため、有望な新

技術を獲得して新たな市場を創出しようと、日々努めている。その技術開発戦略のなかで、多くの企業

では、その時々に話題の次世代テクノロジーの研究開発に着手することが多い。ここで言う次世代テク

ノロジーの例を挙げると、70年代の遺伝子組み換え技術、光ファイバー、MRI、80年代のレーザ、化
合物半導体、パソコン、高温超伝導、90年代の IT（プリンター、液晶、携帯電話、DVDなど含む）、
ゲーム、マイクロマシン技術、最近のバイオテクノロジー、ナノテクノロジー、燃料電池などとなる。 
話題の次世代テクノロジーは、大きなイノベーション（不連続な技術革新）につながると期待が大き

い反面、初期段階では「創出される市場は確かに大きそうだが漠然としており、具体性に乏しい」「様々

な技術の可能性が示されており、どの技術が本命となるか判らない」といったものであり、非常に不透

明感が高い。そのため、次世代テクノロジーの開発に着手する際は、ひとつのオプションと考えられて

いることが多い。そして次世代テクノロジーを学習し、勝てるシナリオを立案できるかどうか見極め、

自社の事業として価値を生み出す可能性が高くなれば本格的に推進する、というステップを踏む。最初

から積極的にコミットするケースは、その技術的不確実性、市場の不透明性ゆえ当然ながら少ない。 
時間がたつと、技術開発が進んで、自社の技術レベル、自社の事業との関連性などがクリアになって

くる。「技術レベルが低く、事業との関連性も薄い」なら中止するし、「技術レベルが高く、自社に関連

する事業がある」ならば、そのまま推進するだろう。ここで問題となるのは、「高い技術レベルを取得

したが、自社に関連する事業がない」「技術レベルは低いが、自社の戦略にマッチしていることが判っ

たので、推進したい」という場合である。将来性が漠然とした技術であったため、このような状況に陥

ることは比較的多いと思われる。たとえば筆者が関係しているマイクロマシン技術（約１０年前から開

発スタート）でも、自社の技術を発展させて良い技術を開発した企業は多いものの、自社事業と関連す

る応用を見つけ、事業化に成功した企業は少ない（現在のところ NTT、ファナック、住友電気工業、
オリンパス光学工業、東芝などが小さなビジネスをしているに過ぎない）。反面、NECなどは２、３年
前になってようやく技術の必要性を感じ、開発を推進し始めている。 
次世代テクノロジーのマネジメントは難しい。『技術のもたらす可能性は、今では過去に例を見ない

ほど多様化している。たとえば、生物学、化学、情報技術（IT）、材料科学などが進歩して、チャンス
が次々と生まれている。だが、新技術に秘められた可能性は、組織が混沌たる環境に陥って苦悩する中

で、眠ったままの場合が多い。（中略）近年、技術的可能性の多様性が増し、こうした適用情況がます

ます複雑になったことが、従来の研究作業や開発作業に介在する相互作用を非常に複雑にしてしまって

いる。』（イアンシティ、2000、pp.8-10）。基礎的な技術開発の成果と、製品開発との距離が広がってし
まい、その間をつなぐための想像力が働きにくくなっている。 
単に技術的な困難さだけではない。『既存企業は、特に組織、ケイパビリティ、マインドセットの点

で不利になっている。これらの企業は、自らが所属する業界で確立されたゲームをすでにマスターして

いるが、これらの企業の研ぎ澄まされた本能、じっくりと時間をかけて獲得された発見的方法、しっか

りと植えつけられたスキルこそが、新しいゲームで次世代テクノロジーに係わることを困難にしている

のである。』（デイ他、2000、p.25）同様のことは、クリステンセンが『イノベーションのジレンマ』で
述べている。遺伝子組み換え技術によって医薬品を開発したのがUSのベンチャーばかりであり、既存
の医薬品メーカではなかったことが、その一例であろう。日本においても遺伝子組み換え医薬で最初に
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成功したのはキリンビールであり、武田薬品工業ではなかった。効率と変化のしやすさは反対の関係に

ある。効率化を推し進めた既存企業は、新しい技術への挑戦を抑え込んでしまうメカニズムを内包して

いるのである。 
 
第第第第２２２２節節節節    次世代次世代次世代次世代テクノロジーテクノロジーテクノロジーテクノロジー・・・・マネジメントマネジメントマネジメントマネジメントにおけるにおけるにおけるにおける提携提携提携提携のののの必要性必要性必要性必要性とととと困難困難困難困難ささささ 
そのような次世代テクノロジー・マネジメントの困難さを低減する方法として、提携戦略が重要視さ

れてきている。 
『競争は激しく残酷だが、勝利のためには協力が必要である。（中略）孤高の次世代テクノロジー企

業など存在しない。（中略）アライアンスやその他のパートナーシップをマネージすることは、次世代

テクノロジーをうまく開発し商業化する上での中心的な活動のひとつである』（デイ他、2000、p.47）
『技術開発には高度な不確実性と多くのコストがつき物だが、アライアンスによって資源の共有および

リスク分散を図ることができる。』（デイ他、2000、p.388）このように、不確実な次世代テクノロジー
をマネージするには、提携が重要な戦略となっている。 
提携の形態、目的、重要度などは、技術の不透明性の変化に応じて変わっていく。次世代テクノロジ

ーをオプションととらえて取り組む時期においては、見通しを立てることがもっとも重要であり、でき

るだけ自社の負荷を低減したいと考えるのは当然である。その場合、共同研究によってリソースの有効

利用を図ったりリスクの分担を行ったりする。また、コンソーシアムに参加して情報収集のネットワー

クを広げることを行うであろう。 
 時間がたって不確実性が減少し、ある程度見通しが立てられる状況となってくると、前述したように

「自社技術のレベルは高いが、関連する事業がない」「自社技術のレベルは低いが、事業との関連性が

ある」場合が発生する。前者の場合、他社との連携を構築しないと、実用化すべき事業を見つけること

ができず、せっかくの技術を活用できずに終わる場合もありえる。また後者のケースでは、より進んだ

技術を有する企業と提携し、次世代テクノロジーを取得しなければ、他社に先行されて事業が失敗する

可能性がある。このように、次世代テクノロジー・マネジメントのそれぞれの段階、それぞれの状況で、

意義は異なるものの、提携は重要な戦略である。 
しかし、いまだに不確実性の高い状況であるため、提携のマネジメントは極めて難しくなる。不確実

性が高いため、開発内容や開発費用に関する明確な分担ができない。加えて成果の取り扱いは、通常各

企業の貢献度に応じて決まることとなり、これも最初に決まっているわけではない。企業は通常、競争

のためのシステムは明確に構築しているが、協力のメカニズムを持っていないので、提携においても基

調は「競争」であり、最初の取り決めが少ないため、後日摩擦が生じる可能性は極めて高くなる。 
さらに提携の成功を困難にしているのは、提携の目的には 2つあると考えられるからである。 
① 提携そのもので目指している製品の事業化 
② 提携パートナーからの、次世代テクノロジーや関連事業分野に関する知識の吸収 
この 2つの事項は、強く関連している。例えば①のためには②が必要、という側面がある。香港経由
で中国大陸に進出した中小企業を調査したところ、提携に成功したと答えた企業のうち 92%は「提携先
から学習した」と答えている。他方、提携に失敗した企業では 44%にとどまっていた（香港貿易発展局
大阪事務所、2002年、pp.52-54）。 
一方で、①も重要だが②のほうがもっと重要、という提携もあろう。最初から次世代テクノロジーを

吸収しようとして提携を活用する、というケースである。この場合、提携自体の目標を達成することと
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同じか、それ以上に提携による学習が重要となる。 
いずれの立場であっても、提携に成功すれば企業はパートナーから、当該技術あるいは事業分野につ

いて様々なことを吸収することになる。その結果できるだけ早くひとり立ちしようとする。つまり、パ

ートナー同士がコンペティタになる可能性が極めて高い。 
これまでであれば、「技術は良いが、事業化すべき製品が判らない」という企業が、当該事業を行う

企業に働きかけて提携する場合、部品売買等の形を取るので、両社の関係は単純化でき（コンペティタ

となることが少ない）、情報管理に関する問題の程度は低いと考えられた。しかし、バリューチェーン

において価値創出が行われる部分や利益配分の構造が変化していくのは当たり前であり、企業の形態も

変化していかざるを得ない1。そのため、これまで自社の開発を助けてくれるだけだった会社が、自社

のコンペティタとなることも想定する必要が出てきている。また、「技術で負けているが、自社で事業

化したい」という企業が技術で先行する企業に働きかけて提携する場合、明らかに提携パートナー同士

がコンペティタとなる可能性が高く、両社間の関係は複雑になり、提携の管理は難しくなる。 
このように、提携による学習は、提携の成功を左右する重要なファクターであるが、お互いに学習し

あうことで後日コンペティタになる危険性が高まることも事実で、障壁が高く困難な面がある。しかし

提携の重要性が増すなかで、避けることのできないテーマとなってきた。 
 
第第第第3333節節節節    本研究本研究本研究本研究のののの目的目的目的目的    
そこで、本論文では、どのように提携を活用すれば、提携自体の目的を達成するとともに先行するパ

ートナーから次世代テクノロジーを吸収して事業を拡大できるのか、を明らかにしていきたい。実際に

は、パートナーから単に技術を導入するだけでなく、新しい技術や事業分野に合致したビジネスモデル、

業務管理の方法、さらにはパートナーの成功体験や考え方が導入されることも期待できる。これは企業

のアンラーニングを推進する可能性があり、従来の成功体験を否定してイノベーションを起こさせる素

地を造ることにもつながるであろう。その意味からも、提携を活用した学習は次世代テクノロジー・マ

ネジメントにおいて極めて重要性が高いと考えている。 
提携に関する先行研究は多いものの、不透明性が高い次世代テクノロジーに関するもの、特に技術吸

収に関するものは少ない。また提携戦略が企業の重要戦略の一つと位置づけられているためか、具体例

の報告が少なく、実務者にとってはイメージしにくい面がある。 
そこで、本研究ではケーススタディを実施して、本研究課題における具体例を追加するとともに、次

世代テクノロジー・マネジメントにおける提携の活用について考察することとする。 

                                            
1 例えば、レビン、2001、クリステンセン、2002。前者によるとミレニアム・ファーマシューティカ
ルズは、従来、大手製薬メーカから基礎研究を請け負うベンチャーであったが、かつてほど利益が上が

らなくなり、次第にバリューチェーンの下流、すなわち錠剤や血清などの製品として販売できるものの

特定、検査、製造へとシフトしている。 
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第第第第１１１１章章章章    先行研究先行研究先行研究先行研究ののののレビューレビューレビューレビュー    
 大きく 3つの部分に分けて先行研究のレビューを行った。まず「知識や新技術がパートナーに移行し
やすい度合い」と、「提携の形態」や「パートナーとのインターフェースの形態」といった両社間の構

造についてまとめた。次に、提携を通して知識を吸収する企業に求められる組織的な特徴を考えるため、

「学習を促進する組織的な特徴」と「イノベーションを促進する組織的な特徴」についてまとめた。後

者を含めたのは、次世代テクノロジーによる提携で成功することは即ちイノベーションに成功すること

と同義であり、提携自体の成功や知識吸収に関する示唆を含むと考えたからである。また、最後に包括

的な「提携の成功要因」についてまとめ、重要事項に対する検討の漏れがないようにした。 
 
第第第第 1111節節節節    知識移転知識移転知識移転知識移転とととと提携提携提携提携のののの形態形態形態形態    
まず、レオナルドによると、提携の形態と提携におけるコミットメントの程度、および外部技術を導

入し新技術ケイパビリティ（新技術を利用する能力）を確立する度合いには、図１のような関係がある。  
『共同開発は、一方から他方への知識の「大出血」を伴い、したがって潜在的に新たなケイパビリテ

ィにつながる。だが、新たなコア・ケイパビリティを獲得するには、JV や M&A といった方法しかな
いであろう。』（レオナルド、2001、p.222）。 
『ある研究者は次のように述べている。「企業は技術を保護する文書を信奉するほど狡猾になるが、

JV の成功は信頼にかかっている」。技術者がコラボレーションすれば、知識の流出は避けられないが、
パートナー同士のケイパビリティが競合関係でなく、補完関係にあるほど、JV はマネジメントしやす
い。』（レオナルド、2001、p.253-254） 

JV であれば、間違いなく知識移転が進む、ということではないが、契約で共同体としての形をとる
ので、両社の社員が協力して仕事をすることとなり、知識移転は進みやすい。 
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図１ 提携の形態とコミットメント、知識移転の可能性の関係 
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デイらも、同様に知識移転に関しては、『資本協定は、パートナー間のインセンティブを一致させる

のに特に効果的であり、契約協定の場合よりも企業間知識移転を促進する』 （デイ他、2002、p.401）
と述べている。『資本参加を含む運営協定は、アライアンスパートナーのインセンティブを一致させる。

契約による協定は、概してパートナーの要求を最小限特定したものにすぎず、最大の努力と資源を引き

出すようなインセンティブにはなっていない。』（デイ他、2002、p.407）『金融債券、たとえば株式の共
有は、知識移転を促進する優れた運営メカニズムである。』（デイ他、2002、p.407）。JVとは限らない
が、資本提携や株式の共有といった形にまで進んだ形でないと、知識移転は十分なレベルでは進まない、

という考え方である。 
 
一方、ハメルらは、JVを否定し、戦略的アライアンスこそが不確実性が高い、次世代テクノロジー・
マネジメントのあり方だと説く。彼らは、『競争優位のアライアンス戦略』において、JVについて以下
の見方を示している2。 
・ 戦略的アライアンスは、伝統的な JV に比べ戦略的にはるかに重要である。伝統的な JV は単
独の企業では対応できないほど小さな市場に向けて規模の経済性を実現するために行われるこ

とが多い。 
・ JV は、周知の資源を結びつけ、周知のリスクを分け合うというものである。したがって、JV
に参加する企業には、何が必要とされ、何がもたらされるかが事前に判っている。一方、アラ

イアンスに参加する企業は、資源の面でもリスクの面でも極めて不確実な状況に直面すること

になる。 
・ アライアンスは、単独の製品を共同生産するというやり方を取ることは少なく、複雑なシステ

ムを共同開発したり、多くの企業の資源なしには提供できないソリューションの実現を目指す

ものである。 
・ アライアンスは、不確実性が高く、不安定で、競争の最先端であるため、マネージが極めて難

しい。 
・ 機会費用の算定について、その背景が単純で理解しやすい JVの場合と比べて、評価が難しい。
また、価値創造の成否はそれぞれのパートナー間でコスペシャライゼーション（それぞれが、

お互いのために特別なサービスを行うこと）が成功するかどうかにかかっているため、その努

力に見合った成果が得られるかどうかを予測することは不可能である。 
 
 つまり、①本当に重要な事業は、JV でなく自社でやるものだ②これまでのように『周知の資源を結
びつけることができる』『周知のリスクを分け合うことができる』『努力に見合った成果を得る見通しが

高い』場合であれば JVは有効かもしれないが、不確実性の高い現在においては、かえって足かせとな
るだけであって、より柔軟な戦略をとるべきである、という 2点を強調しているのである。 
しかし、柔軟な戦略的アライアンスでは、短期的な戦略目標達成だけが考慮される傾向にある。組織

学習は提携を成功させる重要な要因として認識されているが3、知識移転や次世代テクノロジーの吸収

といった中長期的な視点は強く認識されておらず、「両者間の関係をうまく導き提携を成功させる方法」

                                            
2 ハメル他、2001、pp.7-9 
3 ハメル他、2001、第 7章 
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を学習する、という側面が強い。つまり、本研究でポイントと考えている「提携による知識吸収」とい

う観点から論じられているわけではない。 
 以上のように、提携目的によって適した形態は当然ながら異なり、知識移転を促進する目的に対して

は、JVに限らず何らかの資本関係の構築によって成功確立が高まると考えられていることが判った。 
 
第第第第 2222節節節節    知識移転知識移転知識移転知識移転ととととインターフェースインターフェースインターフェースインターフェースのののの形態形態形態形態    
 情報管理を考えた場合、パートナーとのインターフェースの形態は、自社とパートナーのどちらが技

術的に優位であるか、によって最適解が異なる。本研究では、パートナーから知識を吸収するケースを

想定している。その立場からすると、「自社の技術情報はできるだけ出さず、他社の技術情報はできる

だけ取ってくる」インターフェースを実現したいところである。しかし、そのようなインターフェース

構築は当然ながらかなり難しい。『パートナーに学習機会を提供することと、リレーションシップにお

いてバーゲニングパワーのもとになる主要スキルを保護していくこととの間には、緊張関係が存在する。

企業は、価値創造を可能にするためには十分な情報を共有していかねばならないが、同時にそのバーゲ

ニングパワーを維持し、主要スキルを安売りすることを避けながら競争優位を確立していかねばならな

い』（ハメル他、2001、p.187）。高い技術力を有しているパートナーの立場からすると、優位性を保つ
ため、教えるわけにはいかないからだ。 
しかし、次のこともまた事実である。『どれほど厳密な合意文書を作成したところで、意図せざるス

キルの移転の可能性を完全に払拭することはできない。組織間の相互作用に煩雑な制限を加えてしまう

と、共同作業は実行できなくなる。（中略）それゆえ、ある程度のスキルの「漏れ」は容認せざるを得

ないし、公式の合意では防ぐことができないものなのである。』（ハメル他、2001、p.187-188） 
 上記の情報管理について、ハメルらの提唱する最適な方法は、ゲートキーパーを設定することである。

『つまり、どのスキルは共有できるかとか、このスキルにアクセスする権限を持つのは誰か、というこ

とを「ゲートキーパー」がはっきり決めるのだ。』（ハメル他、p.193）最終的な判断の責任は、ゲート
キーパーでなく、より高いレベルの人間に持たせておく必要がある。だめな場合は、「申し訳ないがト

ップの判断だ」といえるようにしておかないと、現場で不信感が強まり、提携作業の進展を阻害するこ

とになる（ハメル他、2001、p.194）。 
 一方、ハメルらによると、スタートして２、3年のうちに、お互いの不信感、あるいは企業内のトッ
プマネジメントと担当者間でのコミュニケーション不足によって、失敗に終わってしまう提携が多い。

これに対し、『①リレーションシップを組織対組織から人対人のものへと変える②異なるレベル間のイ

ンタフェイスを設定する』ことが有効という（ハメル他、2001、P.165）。『安定したアライアンスでは、
（中略）各パートナーの組織内での垂直的なコミュニケーションと、パートナー間の多角的なコミュニ

ケーションの双方が、極めて強力な形で存在しているのである。』（ハメル他、2001、p.167）。また、『学
習を通じて互いの協力を推進するために自らの行動を変えなくてはならない場合には、（中略）各個人

が、組織の決めたルールを破る必要が出てくるし、それができないとコラボレーションを進めることが

できない』（ハメル他、2001、p.166）。 
 どうやら、彼らの主張には矛盾がある。というより、提携によって、ひとつの成果を上げることと、

知識移転を制限することの間にはトレードオフの関係がある、ということである。逆に言うと、だから

こそ、技術を吸収しようと考える企業にとっては、提携戦略が重要、ということだ。提携によって同じ

目標に向って協力するならば、必ず知識吸収の機会に恵まれるからである。 
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 さて、他の研究では、どのような考え方が示されているだろうか。デイらは、「企業間の知識共有ル

ーチンを作る」ことを重要視し、下記のような指摘を行っている4。 
・ ノウハウは、まねしたり移転したりすることが難しい。しかしこうした特徴は、ノウハウこそ

情報に比べて持続的優位性につながりやすいことを示している。 
・ 特定のパートナーからの吸収能力については、①パートナー同士が共有知識基盤を発展させた

度合い②パートナー間の相互作用の頻度と強度を最大化する相互作用ルーチンの開発度合いの

関数である。加えてこの能力は、誰が何を知っており、企業のどこに鍵となる専門家がいるか

ということを、アライアンスパートナー内の個人が十分に知り合うにつれて高められる。 
・ 知識共有ルーチンを通して優位性を生み出すためにアライアンスパートナーが心がけなければ

ならないことは、透明性を保つこと、知識を移転すること、パートナーから得た知識に「ただ

乗り」しないことである。資本協定は、パートナー間のインセンティブを一致させるのに特に

効果的であり、契約協定の場合よりも企業間知識移転を促進する。 
 なお、ここで言う「ノウハウ」とは、ドキュメント化されておらず、個々人の頭の中にしか入ってい

ない暗黙知であったり、多くの技術を統合する、より高度な技術であったりする。それぞれの企業にお

ける常識となっているものも含まれる。それらこそ、学習するべきものであることが多いが、ドキュメ

ント化されていないこともあり、簡単に移転できない。それらノウハウまで吸収できるようにするには、

パートナー間でのコミュニケーションのレベルを、かなり高める必要があり、インターフェースの管理

は、ほとんど行われない状態を構築するしかない。デイらはそのような状態を作るべきだと考えている。 
レオナルドも、そのような状況を作り出すことこそが、知識移転には最も望ましいし、これこそが提

携の意義だと考えている。『市場では希少なスキルは、おおむねその企業に特有のものであり、従業員

の長期にわたる経験に基づいている。だからこそ移転が難しいのである。（中略）技術ケイパビリティ

にもっとも影響力のある価値観や規範のある部分は、非明示になりやすく、明らかにするのが難しいの

だ。まして移転はもっと難しい』（レオナルド、2001、pp.241-242）。『アライアンス関係に豊富な経験
を持つマネジャーたちは、その関係の変化を期待するようになる。知識の交換が積極的であるほど、偶

発的な事柄ややり取りの詳細を前もって枠付けしておくことは困難である。ほとんどのアライアンス関

係が一時的なものではあるが、協力的なパートナーシップは予想もしなかった形での成功をもたらすこ

とが多い』（レオナルド、2001、p.254）。提携成果を上げることを考えれば、知識交換を積極的に実施
するべき、との立場であり、ゲートキーパーを設けたりするのでなく、渾然一体となった開発組織を構

築する必要性を指摘している。 
しかし、そうなると、「目先の提携に成功することを最優先し、コアとなるべき自社の技術をどんど

ん流出させていいとでもいうのか」という反発がありえる。難しいところであるが、忘れてならないの

は、全てをオープンにする必要はない点である。『パートナー間のコミュニケーションが提携の共通す

る成果を開発するのに役立つとしても、コア技術や重要情報をプロテクトする、というのは同様に必須

である』（Spekman, et. al, 2000, p.54）。オープンコミュニケーションとは、「良識ある実務者が、提携
の成功に必要だと考えれば、必要情報を開示しながら進めてもいい」、ということに過ぎないのである。

リターンを増やすためにはリスクをとらざるを得ないケースもあるが、「コア技術を吸収したパートナ

                                            
4 デイ他、2002、pp.398-401 
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ーが競合企業になってしまう」というリスクを極力下げることは必須である。 
提携の形態を最適化することで、リスクを適正なレベルにまで落とす必要があるが、それだけでなく、

信頼を構築することこそが最上の戦略だ、という考え方もある。スペックマンらによると、この「信頼」

には、パートナーが約束どおりのことを行う、ということだけでなく、パートナーに対してネガティブ

になるようなことをしない、ということも含まれている。『信頼は、コア技術を奪い取られ、それによ

ってパートナーが競合企業になってしまうという恐れを消すものだ』（Spekman, et. al, 2000, P.46）。
様々なフォーマルな手続きを重ねて管理するよりも、信頼を構築するほうが安上がりで効果的だ、とい

う考え方である。デイらも、信頼関係について注目している。『一般的に契約は、アライアンスパート

ナーに損害を与えるような知識の誤用の全ての方法を予想したり特定したりすることができない。パー

トナー同士のインセンティブを一致させることは、知識移転が乱用されないようにするより効果的なメ

カニズムであることが多い。金融債権、たとえば株式の共有は、知識移転を促進する優れた運営メカニ

ズムである。一方が日和見主義的であれば、株式持分の価値が減少するため、アライアンスパートナー

にはより信頼できる行動を取ろうとするインセンティブが働く。』（デイ他、2002、p.407）。 
なお、スペックマンらによると、「信頼」の構築には、風評の効果が大きい。たとえば、様々な提携

に成功してきたコーニングは、「提携で汚いことをしない企業」という風評を得ており、それをうまく

利用している。しかし経験の浅い企業にとって、信頼を構築するには、①リスクをとる姿勢をパートナ

ーに見せる（コミットする姿勢）②公正な取引③オープンなコミュニケーション④環境が変わった場合

にも協力していける余地を持たせた提携としておくこと、が重要である（Spekman, et. al, 2000, 
pp.46-47） 
以上のように、パートナーとのインターフェース構築は、情報管理の面で非常に重要であるが、主流

となる考え方はオープンなコミュニケーションを構築し、パートナー間の様々な階層間で情報交換が行

われるようにする必要がある、というものである。そうしないと、提携の目的を達成することが難しく

なるし、逆にオープンにすることで、思わぬ効果をもたらすことも多い。しかし、全ての情報を開示す

る必要はなく、コア技術や重要な情報をプロテクトすることも重要である。その難しい判断は、ゲート

キーパーでなく、実務者それぞれが行わなくてはならない。オープンなコミュニケーションを促すには、

前項でレビューした提携の形態も重要であるし、また、少なくともパートナーの競合企業とはならない、

という信頼関係を構築することも重要となる。 
 
第第第第3333節節節節    学習学習学習学習をををを促進促進促進促進するするするする組織的組織的組織的組織的なななな特徴特徴特徴特徴    
 知識を吸収できるかどうか、は、提携の形態やインターフェースの形態といったパートナーとの関係

のみによって決まるわけではない。パートナーとの関係は、単に学習機会を提供するかどうか、であっ

て、実際に知識を吸収し、自社の確固たる技術として構築できるかどうか、は各企業の組織や文化によ

って左右される、と考えられる。この点についても先行研究をレビューしておく。 
 レイらによると、『提携からの学習能力は、企業文化のオープンさ、スラック（ゆとり）、シニアマネ

ジャーの学習や改良への理解が重要である』（Lei, et. al, 1997, p.209）。また、すでに学習して身につけ
たことを忘れる能力も重要としている。また報酬制度については、実力主義的でなくヒエラルキーをベ

ースにした報酬制度が重要、としている。実力主義では、短期的に成果を上げることを求めるため、十

分な学習を行う余裕がない。それに対して、ヒエラルキーベースの報酬制度（年功制度ということか）

では、ロングレンジで物事に取り組むので、学習が促進される（Lei, et. al, 1997, pp.219-222）。 
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レオナルドも、いくつかの点をまとめている。まず社外から技術を導入しようという企業文化の存在

が大きい。アレンの研究では、高業績を上げた組織では、外部情報へのアクセスを頻繁に行っていた、

という（レオナルド、2001、p.226）。技術ゲートキーパーの育成、情報源と情報を導入する側を結ぶ「橋
渡し役」として企業家的な人材を配置する、なども効果的とされ、外部情報を吸収し導入する人材およ

びポジションの確保が必要としている（レオナルド、2001、pp.227-229）。 
デイらによると、「学習する文化」として下記を列挙している5。 
・ 組織単位内や組織単位間での多様な視点にオープンであること 
・ 時代遅れの手法を進んで忘れ去る一方で、ゆるぎないメンタルモデルの確固たる前提に挑戦す

る意欲 
・ 「精一杯努力した結果」としての失敗を促し、報いる組織風土の中での実験の継続 
・ 深い対話と戦略的な会話のスキルをマスターすること 

 これらはいずれも傑出したリーダーシップを要するであろう。また、単にオープンに話し合ったり対

話すれば言いわけではなく、それらを結果に結び付けていく技術が必要となる。 
実際の技術面ではどうなっているか。『JVについてのある有力な研究によれば、協力する以前からそ
の問題について双方ともがある程度の研究開発を行っていた場合に、最もうまく行く、ということだ。

パートナーの技術的アプローチをより学ぶために、並行して研究実験を行っている企業もある。（中略）

「外部の知識を評価・活用するケイパビリティは、その大部分が関連する知識の水準の関数として説明

できる」としている』（レオナルド、2001、p.243）。同様の経験を積んでいることで、吸収するべき技
術ポイントが明確になっているため効率よく技術吸収が可能となるものと想像される。また、技術的な

困難さを知っているため、パートナーの技術力を正当に評価することができ、技術に対する認識ギャッ

プを生むことがなくなる。 
『学習が自己保存につながるのか、それともパートナーシップの終了とともにスキルも失うのかは、

学習の深さと継続的な改善を続ける能力という二つの要因によって決まる。（中略）もし学習が表面的

で継続的な改善努力ができず、絶対的なスケールも不足している場合には、一度縮まったギャップもま

た開いてしまうだろう。逆に、もし企業がスキルの核心をとらえ、継続的な改善を行い、その活動スケ

ールを拡大できるなら、競争的コラボレーションは永続的にパートナーを凌ぐ機会を提供してくれるは

ずである。』（ハメル他、2001、pp.199-200）これらの研究から、企業は提携という知識吸収の絶好の
チャンスを逃さないよう、ベストメンバーを提携に投入する必要があることが示唆されている。 
 
第第第第4444節節節節    イノベーションイノベーションイノベーションイノベーションをををを促進促進促進促進するするするする組織的組織的組織的組織的なななな特徴特徴特徴特徴    
 本研究で対象としているのは、提携を活用して次世代テクノロジーを吸収し、イノベーションを起こ

すための方策である。「提携自体の目的が成功すれば、イノベーションを起したことになる」というケ

ースを想定しているため、単に知識移転を促進する提携形態と学習する組織についてレビューしただけ

では不十分で、イノベーションを促進する組織的な特徴を考察しておく必要がある。 
 クリステンセンは、『イノベーションのジレンマ』において、いくつかの指摘を行っている6。基本的

には、従来行ってきたやり方の延長線上にない技術、従来の顧客が必要ないという技術に対しては、大

                                            
5 デイ他、2002、p.70-75 
6 クリステンセン、2000、pp.14-20 
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手企業は決して手を出さない、ということだ。その代わり、既存顧客の言うことに対しては、たとえ市

場の先細りが見えていても忠実に従おうとする。持続的な技術革新は、大企業の得意とするところであ

るが、これによって投資効率の無駄を生むとともに、破壊的な技術革新によって結局は市場を失うこと

になる。 
 イノベーションに成功するには、次のようなことが必要だとする。 
・ 経営者が自立的な組織を設立し、新しい独立事業を構築する任務を与える。不確実な開発であ

るため社内の多数を説得することができず、普通にやっていたら潰される。 
・ イノベーションで創出される市場は、当初非常に小さいものであることが多い。そのため、小

さな利益で満足するような小さな規模のチームで立ち上げる必要がある。 
・ イノベーションをマネージする際には、市場調査と事業計画が役に立った実績はほとんどない。

つまり、イノベーションを追求するための正しい市場と正しい戦略は事前には判らない。その

ため、計画に則って厳密な管理を行う手法でなく、知るべきことを学ぶための実験手法的なマ

ネージが重要となる（学習する文化）。 
・ 有能な人材。多くの既存企業では、いい人材は主力事業（つまり有能でなくても十分勤まるし、

有能であってもその能力が活かせない事業）に割り当てられ、イノベーション対応には回って

こない7。 
 また、デイらによると、既存企業が直面する 4つの落とし穴があるという。それは、 
・参入の遅れ8 
・慣れへの固執 
・十分なコミットメントへのためらい 
・持続性の欠如（成果が出ないとすぐにあきらめる） 
これらの落とし穴に対する措置としてデイらが提案するのは、下記の事項である9。 
・ 視野を広げ、顧客の視点から次世代テクノロジーの評価を行う。 
・ 学習する文化を築き、議論、実験を繰り返して次世代テクノロジーの不確実性を見通す努力を

する。 
・ 戦略的な方法で柔軟性を維持し、正しい戦略、正しい市場が見えてきたときに、確実にとらえ

ることができるようにしておく。 
・ 組織に自律性を与え、本体と切り離したビジネスユニットとする。 

クリステンセンもデイも近いことを提示しており、これまでのイノベーション研究から、これらのこ

とが受け入れられているとみてよいと考える。 
 
第第第第5555節節節節    提携提携提携提携のののの成功要因成功要因成功要因成功要因    
 ここまで、次世代テクノロジーの吸収という視点から、両社間の構造およびその企業の組織的な特徴

                                            
7 ハメルも同様の指摘を行っている（ハメル、2000、p.41）。ディズニーでは、従来と異なる新規事業
には、あえて期待のホープを送り込んで成果を上げてきた。 
8 クリステンセン（2000、p.16）には、「大企業は、うまみのある規模に達するまで待つ戦略を取るこ
とが多いが、イノベーションにおいては、この戦略は成功しないことが多い」という内容の記述がある。 
9 デイ他、2002、p.66-85 
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に注目して先行研究をレビューしてきた。しかし、漏れがないよう最後に「提携の成功要因」について

レビューしておく。 
 まず、ハービソンらによる『アライアンス・スキル』をもとに成功要因を整理してみる10。彼らの分

析は、多くの提携をコンサルティングしてきたブーズ・アレン・アンド・ハミルトンの経験に基づくも

のであり、多くのケースで成立しえる、かなり重要な指摘と考えられる。ただし、提携にも様々な形態、

環境、条件があり、一概に決められるものでない。 
(1)事業内容について： 
・ スタート時点で十分な分析を行い、社内外の利害関係者の幅広いコンセンサスを築く。 
・ ビジネス・チャンスに気を取られず、リスク分析を十分行って不測の事態に備える。 

(2)パートナーの選択について： 
・ パートナーの現実的な評価と選択。候補社の組織文化、提携経験、戦略目的について十分な調

査を行う。 
・ 補完関係にあるか、組織文化が一致するかに注意する。概して、複雑性の高い企業と低い企業

の間のアライアンスは成功しない。 
(3)パートナーとの関係について： 
・ 各社が分担する経営資源の質や量を明確化して、パートナー同士がアライアンスのコミットメ

ントを明示する11。こうした努力がないと、信頼関係は即座に崩壊する。 
・ オープンなコミュニケーションを成立させる12。 
・適切な信頼を築く。自分のパイの分け前に駄々をこねるようなことはせず、全体のパイを大きく

しようとする。 
(4)自社内のマネジメント方法、組織文化について： 
・ 短期的な成果よりも、優先順位の明確化や経営資源の開発に焦点を当てている。 
・ 最適な人材を投入する。 
・ 親会社が口出ししない（JVの場合）。 
・ 意思決定について、両社の委員会で決めるよりも、実働する課長クラスが裁量で決める部分の

ほうがはるかに大きい。 
 

またハメルらによると、アライアンスで成功するには、自社内のマネジメント方法や組織文化につい

て、次の要因が必要である13。 
・ 企業のマネジャーが「新たな領域で競争優位を生み出したいと考えて行動している」「個別のビ

ジネスでなく、コア・コンピタンスに基づいて考えている」「顧客に対して最高の価値を実現し

たいと考えている」「プロジェクトを継続的に管理しようとする信念を持っている」 
                                            
10 ハービソン他、1999、pp.57-78 
11 目的や目標をはっきり合意せず、最初の取り決めがあいまいなままスタートすると、失敗するケー
スが多い。 
12 大企業の官僚主義が弊害となって失敗するケースが多い。大企業の人は、速く柔軟なペースで仕事
をすることに慣れておらず、手続きを重視する。 
13 ハメル他、2001、pp.232-243 
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・ コラボレーションの方法を知っている。奨励システムは、コラボレーションを促進するよう、

構築されている。 
・ 最高の人材を集める。 
・ アライアンスは、学習、再評価、再調整の連続である。そのため、建設的な対話と、競争作業

を進める環境整備を行っている。 
・ 組織的な学習能力を確立している。そのためには、自社組織内での学習を進めるスキルを身に

つける。また、失敗を客観的に考察するために、リスクを理解し、評価し、不確実性も認めて

いかなくてはならない。 
・ コミュニケーションの質を高める。（相互理解、信頼の増強、問題解決の迅速化） 
・ 継続性を奨励する。 

彼らは『アライアンスを目指すなら、企業は自らの組織において、これらの要因を実行しなければな

らない。自社でできないことを、アライアンスで行おうとしても不可能なのである』（ハメル他、2001、
p.240）としている。例えば自社内で建設的な対話が行われていなければ、提携の場でできるはずがな
い、ということであり、まずは自社のマネジメントをきちんと行う必要がある、という視点である。し

かし実際には、これらは自社のマネジメントに限定されたものでなく、パートナーにも、パートナーと

の関係においても求められる内容と考えるべきであろう。 
 
以上「提携の成功要因」をまとめたが、「パートナーとの関係」は第 2、３節と、「自社内のマネジメ
ント方法、組織文化」は第４、５節と重なる部分が多い。このことは、提携に成功するには、 
・ 知識吸収を主目的とするかどうかに係わりなく、信頼に基づいたオープンな関係を構築し、協

力することが求められる。 
・ （提携の目的は、通常、新規事業の立ち上げであり）イノベーションを伴う必要性の有無に関

係なく、トップの不干渉、強い意志を持ったリーダー、優秀な人材、学習を促進するする組織

文化などが求められる。 
ということを示唆している。しかし、次世代テクノロジーに関する提携を活用し、提携自体を成功させ

るとともに知識吸収を行おうとする場合、その他の場合と比べ、上記成功要因の必要性が著しく高くな

る、という点が大きな違いになると考えられる。また、両社ともに不透明な事業をやっていることを理

解している状況下で、信頼関係をどのように築くか、という点ではより深い議論が必要であろう。 
「事業内容」や「パートナーの選択」については、次世代テクノロジーの不確実性が高いため、指摘

されているように十分な分析を行うことは、非常に難しい。実際、第 1章第 4節で述べたように、次世
代テクノロジーの市場は、正確に予想されたことはほとんどない。どの技術が勝つか、についての判断

も難しい。 
クリステンセンが言うように、不透明な次世代テクノロジーに、きちんとした計画はそぐわない。実

験によって新しい知見を積み上げていく、そのプロセスを効率的に計画することがポイントであり、な

にができるかを計画することは不可能なのである。だからこそ、誰も思いつかなかったような不連続的

な技術革新（いわゆるイノベーション）が成立する。 
また、すべてが見通せないところが提携の魅力でもある。ハメルらも『多くの例がそうであるように、

アライアンスの成果は、部分的には常に偶然によるものである。このことは、興味深いジレンマを生み

出す。すなわち明確な戦略的な構造がなければ、目的や視点が定まらない。しかしその構造をあまりに
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厳格に決めすぎると、予想外の機会が訪れても見過ごしてしまうのだ』（ハメル他、2001、p.234）と述
べている。 
本研究が対象としている次世代テクノロジーに関する提携において、「事業内容」や「パートナー」

の分析をどこまで行う必要があるのか、ケースを通じて考えていく必要がある。 
 
第第第第6666節節節節    本研究本研究本研究本研究でででで明明明明らかにしたいことらかにしたいことらかにしたいことらかにしたいこと    
先行研究の内容をレビューした。簡単にまとめる。 
① 提携の形態：柔軟な提携戦略が強調されるようになっているが、知識移転を促進する観点から

すると、資本関係を有するほうが望ましいと考えられている。  
② インターフェースの形態：コア技術や重要な情報をパートナーに提供し、将来の競合企業を作

ってしまうことになりかねないジレンマが存在するものの、提携の成功には知識の共有化が不

可欠である（知識吸収が提携の目的に含まれる場合は、なおさらその重要度が増加する）。そ

のため、オープンなコミュニケーションを実現する必要がある、という考え方は、ゲートキー

パーによる情報管理よりも受け入れられている。オープンなインターフェースを構築するには、

資本関係を有する提携、契約でなくコミットする姿勢に基づく信頼の構築が必要とされる。 
③ 学習を促進する組織的な特徴：せっかく提携によって、次世代テクノロジーを吸収する機会を

得ることができても、組織学習ができる企業文化がないとその機会を有効に活用できず、表面

的な学習で終わって自社の知識として内在化することができない。企業文化のオープンさ、ス

ラック（ゆとり）、シニアマネジャーの学習、改良や「精一杯努力した結果」としての失敗へ

の理解（長期的な視野）、すでに学習して身につけたことを忘れる能力、深い対話と戦略的な

会話のスキルが重要とされる。また、技術的には、すでに自社内でも開発を進めていた技術分

野であることが有効とされる。 
④ イノベーションを促進する組織的な特徴：既存企業は、これまでの事業で培ってきたマインド

セットを切り替えることが難しく、新しく不確実な技術へコミットするのは容易ではない。そ

こで、新しく自律した組織を作って担当させることが必要とされる。市場は当初小さいことが

普通なので、小さい組織として発足させ、大きく育てていくことが肝要である。そのほか、学

習する組織文化、戦略的な方法による柔軟性の維持、優秀な人材の確保、が重要とされる。学

習する組織文化が必要、ということで③の内容を包含している。次世代テクノロジーに関する

提携、そして提携を活用した知識吸収を図る企業にとっては、重要な要素となる可能性がある。 
⑤ 提携の成功要因： 最後に、一般的な提携の成功要因をレビューした。提携で成功するには、
知識吸収を主目的とするかどうかに係わりなく、信頼に基づいたオープンな関係を構築し、協

力することが求められる。またイノベーションを伴う必要性の有無に関係なく、トップの不干

渉、強い意志を持ったリーダー、優秀な人材、学習する組織文化などが求められる。しかし、

次世代テクノロジーに関する提携を活用し、提携自体を成功させるとともに知識吸収を行おう

とする場合、その他の場合と比べ、上記成功要因の必要性が著しく高くなる、という点が大き

な違いである。一方、「事業内容」「パートナーの選択」について、先行研究では十分な分析が

求められているが、次世代テクノロジーに関連したものでは難しい。どの程度の分析が必要か、

明確化する必要がある。 
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続いて、キリンビール（株）の例を調査し、先行研究の結果との関連を検証するとともに、新しい成

功要因の発見、多くの成功要因の関係に関する考察を行う。 
キリンビール（株）は、多角化の一環として医薬分野への進出を企図し、80 年代初頭に他社に遅れ
て遺伝子組み換え技術を使用した創薬に着手。しかし、技術レベルがなかなか世界に追いつかなかった

ため、AMGEN社と提携。これによって EPO（エリスロポエチン：造血幹細胞が赤血球に分化するの
を促進。腎性貧血の治療薬）と言う遺伝子組み換え医薬を日本で始めて商品化することに成功し、医薬

品メーカとしての地位を築いた（2001年度の売上高 490億円）。一方、提携を通して遺伝子創薬技術、
医薬ビジネスに関する知識等を吸収し、TPO（トロンボポエチン：造血幹細胞が血小板へ分化するのを
促進。抗がん剤使用に伴う血小板減少などの治療薬）という医薬では世界で最も早くクローニングに成

功（少なくとも特許出願は世界初）するまで技術力を向上させている。また今後のがん治療で注目され

る細胞医療などの技術では世界を代表する企業となって、数社と提携して実用化を図っている。 
つまり、提携に成功するとともに、提携によって次世代テクノロジー、あるいは関係する事業に関す

る知識を吸収し、新規事業として確実に展開している例として適しているため、取り上げた。 
まず次章において、キリンと AMGEN社の提携について、調査した結果をまとめ、3章で考察する。 
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第第第第２２２２章章章章    ケーススタディケーススタディケーススタディケーススタディ：：：：キリンビールキリンビールキリンビールキリンビール（（（（株株株株））））におけるにおけるにおけるにおける AMGENAMGENAMGENAMGENとのとのとのとの提携提携提携提携    
 本章は、文献調査およびインタビューの結果をもとに構成した。なお、インタビューにお答え頂いた

方々は下記のとおりである。 
・キリンビール（株）医薬カンパニー 開発本部長 兼 医薬開発研究所所長 

小梅川 純一（EPO開発当時サブリーダー。実質的なリーダー） 
・ 同社 同カンパニー R&D推進室 室長代理 太田 裕 （EPO開発メンバー） 
・ 同社 同カンパニー 総務部 総務担当 部長代理 小島 淳 

 
第第第第1111節節節節    キリンビールキリンビールキリンビールキリンビール（（（（株株株株））））におけるにおけるにおけるにおける医薬事業開発医薬事業開発医薬事業開発医薬事業開発のののの経緯経緯経緯経緯    

 キリンビール（株）（以下キリン）は、1965年以降、シェア 50%を超えるガリバーとしてビール業界
に君臨した。しかし、70 年代に入ると高度成長期が終了し、毎年 2 桁の伸びを示していたビール市場
にも限界が来ると考えられるようになる。具体的には55年から65年までの10年間の平均伸び率は31%、
それが、次の 10年間は 10%、その次は 2%となってしまうのである（恩蔵、1994b、pp.109-110）。 
ビールという単一商品に依存している経営状態からの脱却を図るため、キリンでは 72～76年にかけ
て、第 1次多角化を行った。ウイスキー（キリン･シーグラム（株）設立）、トマトジュース（長野トマ
ト（株）との提携）、乳製品（小岩井乳業（株）設立）の３分野への進出である。これは、ビール事業

で培った強力な販売網を利用できる食品を中心とする事業へ進出したものであった。 
これと並行して 1972 年 12 月、社内に蓄積されている技術を利用して新規事業分野への進出を探る
ことを目的として「開発研究委員会」（常務会諮問機関）が発足した。同委員会は総合研究所で行う研

究開発の方向付け、テーマの選定、研究成果の検討・評価を行うものであった。なお 80 年におけるキ
リンの研究開発費は年間 10億円であり、70年代を通して研究開発の規模は非常に小さかったことが想
像される。 
この頃、酵母成分や工場副産物の研究からザイモリエイス、麦芽ジアスターゼの開発、商品化に成功

している。70 年代半ばになると、キリン・シーグラム（株）からの提案を受け、しいたけ菌由来の多
糖類（K・S 物質）で免疫賦活タイプの制癌剤研究に取り組んだ。結果的には厚生省による免疫賦活剤
の評価基準を満たす再現性のあるデータが得られず、中止している。この免疫賦活剤開発を経て、医薬

品開発のための基礎実務知識の習得、研究開発力の強化、社内人材の育成、人脈形成等を行っており、

これが本格的な医薬事業参入への大きな財産となっている。また、医薬の研究開発には、世界的な医薬

開発情報の収集、先端的な医薬開発技術の習得・蓄積等が必要であることを実感したことが、その後の

判断に大きな影響を与えた。一方、この経験を通して、医薬バイオとの距離感があまりないことも判っ

た。それは、酵母を長期にわたり扱ってきた経緯があり、微生物管理、衛生管理、異物管理などビール

の生産技術を応用することができたからである。 
このように、キリンは 70 年代には医薬に関する研究開発に着手していた。当時から研究開発の中心
人物であった山本康（のち副社長）によると、「外部のコンサルタントなどを利用して、70年代には技
術の応用を考えていた。特にウイスキーの蒸留ガスをもとにした制癌剤など、医薬事業を始めようとい

うアイデアは、常に出たり入ったりしていた」という（恩蔵、1994b、p.109）。医薬カンパニー総務部・
小島淳によると「荒蒔社長がかつてホップを水虫薬に使えないかと開発していた、という話を聞いたこ

とがある」ということであり、キリンのなかでは、素地として医薬への展開をしやすい雰囲気があった



 

 18

ものと思われる。 
遺伝子組み換え技術を用いた創薬に関する当時の状況は以下のとおりであった（生田、1998、

pp.38-43）。最初の遺伝子組み換え実験は、ハーバート・ボイヤーとスタンレー・コーエンによる 1973
年のものといわれている。制限酵素で DNAを切断し、DNAリガーゼで DNA切片をつなぎ合わせ、所
望の DNAを作った。1977年にはシティオブホープ研究所の板倉とリッグスが、DNAの化学合成と組
み換え DNA技術を用いて、ソマトスタチンというホルモン（巨人症の治療薬）を、微生物に生産させ
た。その後、世界中にバイオベンチャーが設立され、遺伝子組み換え技術によって、所望のたんぱく質

製剤を事業化する試みが行われることになった。ボイヤーが設立した Genentech（米）、ノーベル化学
賞を受賞したギルバートが起こした Biogen（スイス）などが有名である。Genentechは、80年にヒト
インシュリンの製剤に成功し、Eli Lilly にライセンシングを行ったほか、成長ホルモンも遺伝子組み換
え技術によって大量生産することを可能とし、ライセンシングした。 
日本においてこの新技術に興味を持ったのは、どちらかというと保守的な薬学系の大学教授たちでは

なく、野心的な農芸化学系の大学教授たちであったといわれる14。品種改良が専門の先生方にとっては、

遺伝子組み換えが親近感を持って受け入れられたからであろう。そのため、日本では、遺伝子組み換え

による創薬に興味を持ったのは、食品メーカ（協和発酵、サントリー、明治製菓など）であった。武田

薬品なども当然研究に着手しているが、従来の合成化学系の技術者の意見が強く、頓挫した経緯がある。

技術的には、製薬メーカより食品メーカのほうが近かったことを裏付けている。 
このような状況下、新規事業の探索を担当した事業開発部は「多角化基本方針（その１）」(1981 年)
の中で、バイオテクノロジーを重要な技術ととらえ医薬事業への参入を提案している。正式決定するの

は、同年制定される「長期経営ビジョン」においてである15。①中長期的に市場の着実な成長が見込め

る②遺伝子組み換え技術はキリンが所有する技術基盤と共通する部分が多い③既存医薬品メーカとの

技術格差が小さい、というのが理由であった。 
 当時の経緯について、山本は次のように述べている。「部長、副部長、役員からなる約 50名ほどの委
員会が組織された。最初に何を行うかを決めないで委員会をスタートさせた。議論が進むうちに、技術

系トップの合意が得られなければ、前に進まない、ということを当時、ある委員にアドバイスされた。

そこで、技術系のトップ 6名だけが集まり検討を加え、結局バイオの領域に進むことを決めた。こうし
た経緯があるせいか、82年以降、（94年まで）バイオに関する社内のトラブルはほとんどない」（恩蔵、
1994b、pp.614）。 
 当時の担当役員は、「高い志を持って 10年努力すれば、相当のところまで行く。格好より実績を作り
ながら大きく発展させてもらいたい」と発言し、「小さく生み、大きく育てる」ことを基本方針として、

5年間で医薬品開発技術のキャッチアップを行い、10年後の 1992年に医薬事業に参入する、という目
標を掲げた。 
 1982 年 4 月、研究開発組織の再編成が行われ、本社に研究開発部を設置するとともに、総合研究所
                                            
14 小梅川氏へのインタビューより 
15 長期経営ビジョンでは、「嗜好、健康、文化に関連を持つ分野に事業を拡大し、ビールを核として生
活の質的向上に貢献する企業」となることを目標とし、①既存事業の体質強化②研究開発の強化③マー

ケティング力の充実・強化が挙げられ、ビール、飲料、食品、ライフサイエンス、エンジニアリング、

サービス、海外事業の７分野を強力に推進することが決まった。 
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を廃止、開発科学研究所と麦酒科学研究所に改組。医薬品を含めた新規事業分野の開発は、開発科学研

究所で行われることとなった。医薬を担当するグループは、当初９名ほどで誕生。発足当初、①医薬研

究開発体制の構築、②開発ターゲットの企画を優先課題とした。開発体制の構築のため、研究設備の整

備、拡充とともに、研究要員の増強に努め、遺伝子工学、たんぱく質工学、薬理、安全性評価、製剤等

の専門研究員を採用した。また、指導者をスカウトしたり、社員を大学に派遣するなど、社外からのノ

ウハウ吸収と協力関係強化をすすめた16。保守的であったビールの文化に反し、中途採用までしてベス

トチームを組もうと考えたのであった。このようなことは、従来のキリンでは考えられないことであっ

た。また、当初から生産技術のことも考慮し、まだ量産するものもないというのに、ビール工場から生

産技術者や作業を行う技能者を研究所に異動させる措置もとっている。これも「トップの判断だった」

という17。 
    
第第第第2222節節節節    テーマテーマテーマテーマのののの選定選定選定選定とととと AMGENAMGENAMGENAMGENとのとのとのとの提携提携提携提携    

 最初のテーマとして取り上げることになったのは、赤血球を増加させる糖たんぱく質エリスロポエチ

ン（EPO）である。今ではドーピングの禁止薬剤として有名になっているが、この薬剤こそは、遺伝子
操作による記念碑的な薬品である。遺伝子操作による薬品としては、インシュリンや成長ホルモンがす

でに開発されていたが、それらは、従来豚のものを精製して使用していた。つまり、すでに薬品は存在

していたのである18。それに対し、EPO は存在していなかった。腎性貧血の患者は、EPO を作る能力
が落ちてしまうため、赤血球を作る能力が落ち、頻繁に輸血を繰り返す必要があったのである。その患

者たちの生活を大きく変えることができたのは、EPO の商品化によってであった。新技術の有効性を
医療関係者に強力にアピールしたのであった。 
 EPOは、1980年に開発研究委員会のもとで発足した「ワーキンググループ」が、開発候補アイテム
のひとつとして挙げた。先述したように、従来の方法では、生産する手段はないが、医薬品ができれば、

腎性貧血患者やがんによる貧血患者救済の唯一の手段となることが知られていた。しかし、それほど注

目されるものではなかった。当時遺伝子組み換えによる薬品として、製薬メーカばかりか、サントリー、

協和発酵などが注目していたのが、インターフェロンである19。これは数千億円の市場があると見られ

ていた。一方、EPOは数 10億円程度と見られていた。当時研究開発部・情報管理担当であった小梅川
によると、「何をテーマとするか、については、みんなでいろいろと話し合った。後発だから同じこと

をやっても勝てるわけがない。やる以上は小さくてもいい、絶対世界一になれるものをやろう、と思っ

た」。「小さく生んで大きく育てる」というトップの声が、EPO の選定を後押しした。また、インター
フェロンは効果がはっきりした状態ではなかったのに対し EPOはすでに動物実験によって貧血に有効

                                            
16 小梅川氏へのインタビューより 
17 太田氏へのインタビューより 
18 クリステンセンの「イノベーションのジレンマ」に詳しい。Eli Lilly は従来のブタインシュリンで
は不純物が含まれるため、新技術によるヒトインシュリンの開発に大きく投資したが、ユーザは従来の

ブタインシュリンにさほど問題を感じておらず、イノベーションの失敗例として書かれている。実際に

は現在では全て、ヒトインシュリンが使われている。 
19 サントリーは 1979年から医薬事業開始。82年には世界で初めて大腸菌を用いてインターフェロン γ
を創出。 
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であることが確かめられていたことも、重要なポイントであった。当時専務であった糸賀氏の親戚筋に

自治医科大学の中尾善久学長（当時）がおられ、相談役となっていたが、中尾先生は EPOの有効性に
注目しており、彼の意見が影響力を持っていたものと考えられる20。 
 EPOは、1977年、当時シカゴ大学にいた宮家先生が、再生不良性貧血患者の尿から精製した、とい
う報告が出たことを契機に研究が進んでいた。製剤化への流れは①EPO の精製とアミノ酸配列の決定
②この配列を元に遺伝子を吊り上げる③動物細胞のなかで遺伝子を発現させる（DNA クローニング）
④動物細胞の培養技術を確立し大量生産⑤精製し、製剤化⑥安全性等の確認、となる。キリンも、中尾

先生の紹介で群馬大学の血液関係の先生方と協力し、尿を集め、一生懸命精製を試みていた。しかし、

宮家先生の論文どおりに精製を試みても、全くうまく進まない。そのような時、小梅川は、欧米のバイ

オベンチャー数社を訪問する機会を得た。スイスの Biogenを訪問した際、「どことはいえないが、EPO
のクローニングは近い」ということを教えられる。「こっちは、まだ精製すらできていないというのに」

と、世界との実力差を思い知らされることになった。このままでは、絶対に世界一になることはできな

い、と考え、小梅川は、帰国後早速部長にベンチャーとの提携を提案した。部長もその方針に賛成し、

提携交渉を開始することになり、提携先の調査、選定を進めることになった。当時のバイオベンチャー

は、ベンチャーキャピタルから融資を受けるため、開発テーマと進捗をかなりオープンにしていたので、

どこが EPOのクローニングを目指しているか、は大体判っており、5社程度を候補とした。まず、EPO
クローニングのうわさのあった GI（Genetic Institute）社を訪問し、交渉を行ったが、「EPOはある
日本の製薬メーカとライセンス供与の契約をしてしまった。他の候補物質ならいいが、EPOはだめだ」
と断られる。この製薬メーカは、のちに中外製薬であることが判明する。後日アメリカでは GI社は特
許係争で AMGENに負けるが21、中外は日本では特許を確保し、キリンのライバルとなっていく。そう

こうするうちに、1983 年 12 月に「AMGEN がクローニングに成功した」というニュースをバイオ情
報誌で見つけることになる。AMGENもリストアップされていたことから、その後のキリンの動きは迅
速であった22。30歳代半ばであった下坂晧洋氏（現医薬カンパニー ライセンシング部長）がすぐに電
話で幾度も連絡を取り、当時 CEOであったラスマン氏との面談を取り付け渡米。84年 2月 4日土曜日
に面談した。そのとき AMGEN はすでに米国と日本における製造販売権（ライセンス）の許諾先をほ
ぼ決めていた。米国の販売権は 1,800万ドル、日本には 900万ドルが提示されていた。しかし下坂は食
い下がる。「ライセンシングではもったいない。合弁会社を作り、一緒に世界で EPOを販売しよう」。
月曜日には、ラスマン氏の気持ちはキリンとの合弁に決まっていた。 
 キリン・AMGEN社の設立資金は、2,400万ドルという値を AMGENが提示。出資比率は 50:50の
1,200万ドルずつとしたが、ベンチャーの AMGENにはその資金がないので、800万ドル分は EPOク
ローニング技術と知的所有権の提供料で充当するものとされた。このキリン AMGEN社は、主に EPO
の製造・販売権を一括して管理する会社であり、実際の研究開発・製造販売は主にキリン、AMGEN両
社で別々に行われることになった。この点は通常のジョイントベンチャーと異なっている。キリン、

AMGENにも、この合弁会社がライセンス供与を行う形となっており、得られた資金は、次期医薬品開
                                            
20 吉田、1994、pp.60-63、および日経バイオビジネス 2001年 9月号 
21 GIは、US市場で AMGENに特許紛争で負け、有力な商品開発もできないまま、アメリカンホーム
プロダクツに買収された。 
22 交渉の経緯は、日経バイオビジネス 2001年 9月号の記事に詳しい。 
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発のために利用されており、現在でも毎年両社に開発委託をする形となって還元されている。このとき、

US市場は AMGEN、日本市場はキリンビールに販売権が設定された。また、ジョンソンアンドジョン
ソンに、中国以外の国への販売権が許諾された（AMGENに対して投資していたため）。 
 ところで、下坂は最初から合弁会社を作るつもりで渡米したのではない。よって社内に対して現地か

ら相談をする必要があった23。当時のレートで約 30 億円。この稟議が最大の課題となった。下坂は当
時、EPOの市場規模を「患者 5万人、30億円」と見込んでいた（後述するように、この見通しはかな
り少なめであった）。下坂は、「絶対回収できる」として事業部を説得しようとしたが、金額の大きさの

ため、誰も意思決定ができなかった。そこで、糸賀専務に電話連絡、自治医科大の中尾学長（当時）か

ら EPOの将来性を聞いていた糸賀に快諾してもらい、契約にこぎつけることができた24。 
 キリン AMGEN社は、84年 6月に発足した。AMGENが EPOのクローニングに成功したとのニュ
ースを見つけて、わずか６ヵ月後のことであった。ベンチャー企業との合弁方式による研究開発は前例

がなく、当時は注目の的となった25。このような合弁会社の形をとったため、AMGENとの提携は、単
に技術の導出入に限らず、リスクも成果も分かち合う運命共同体として機能し、前臨床・臨床試験、治

験薬製造等の開発情報の交換をスムーズにし、キリンの医薬開発の基礎構築に大きく貢献することにな

る。 
    
 ところで、当時、AMGENと GI社の特許紛争はどのような状況だったのだろうか26。 

EPOのクローニングに最初に成功したのは GI社だったとされている。GI社は 85年 2月号の「ネイ
チャー」誌に EPO遺伝子発見の論文を掲載、AMGENは 85年 11月号の「プロシーディングス・オブ・
ナショナル・アカデミー・オブ・サイエンス」誌で論文を掲載した（報告された EPO遺伝子は同じも
のであった）。両社ともその 2 年ほど前には実際にクローニングに成功し、特許出願をしている。こう
してみると、GI 社が EPO 遺伝子発見のパイオニアであるように思えるが、特許係争では、GI 社が
AMGEN に敗れた。これは、（少なくとも当時の判断としては）特許が EPO 遺伝子発見の早さで決ま
るのでなく、その EPO 遺伝子をもとにヒト組み換え遺伝子を作り、そこから製造された EPO が確実
に人間の赤血球を増やすことを証明しないといけなかったため、とされている。92 年までに US では
AMGENが勝訴し、GI社は EPOの製造ができなくなってしまった27。 
 つまり、キリンが AMGENと提携を決めた段階では、GI社が勝つか、AMGENが勝つか、不透明で
あったと考えていい。また、日本では中外製薬が先に開発を進めていた。現時点から振り返ると AMGEN
との提携による EPO開発はリスクが低かったように考えてしまうが、キリンは当時、大きなリスクを
背負い込んで提携に踏み出したととらえるべきであろう。 
 
第第第第3333節節節節    EEEEPOPOPOPO販売販売販売販売にににに至至至至るまでのるまでのるまでのるまでの経緯経緯経緯経緯    

                                            
23 書面による稟議を行わずに、電話連絡だけで了解を得ることができたことは、トップが医薬部門の
独立性を相当程度認めていたことを示す好例といえよう。 
24 日経バイオビジネス 2001年 9月号、および吉田 1994年 pp.60-63 
25 キリンビールの歴史（新戦後編） p.178 
26 清宮、2001年、pp.60-67 
27 日本ではEPOの社会的役割に配慮し、キリンが中外製薬に有償でライセンス供与を行うことで決着。 
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 キリンにおける EPOへの取り組みについて、簡単にまとめておく。 

・ 82年：4月、開発科学研究所設立、EPO開発に着手。 
・ 84年：６月、キリン AMGEN社を設立。 
・ 85 年：細胞大量培養法および EPO の分離精製法を確立。EPO の臨床試験用サンプルを生産す
るため開発科学研究所内に製薬棟の建設を急ぎ、同年 12 月からサンプルの生産を開始。動物を
使った前臨床試験を実施。試験結果から EPO の安全性を確認するとともに、貧血モデルにおけ
る EPOの顕著な貧血改善効果を確認。 

・ 86年：4月、厚生省に治験届けを提出、5月、健常成人男子志願者を対象とする第一相臨床試験
開始。7 月、三共（株）と EPO の開発、製造、販売に関する業務提携を締結。その後、第二、
第三相の臨床試験。 

・ 88年：11月、EPO製剤を腎性貧血治療薬として製造するための承認申請。 
・ 90年 1月：EPO製剤の製造承認が下り、直ちに製造開始。4月、薬価基準に収載され、三共の
販売網を通じて発売。 

 以上のように、EPOは、研究から約 8年、臨床試験開始から約 4年という短い期間で商品化された。
中外製薬というライバルがいたことが、開発スピードを緩めない大きな理由となっていた。EPO の開
発では、特許係争が多く、いろいろと大変だったが、ライバルの存在が開発成功の重要な要素になって

いたのは興味深い。ちなみに中外製薬は、キリンと同日に EPOの製造承認を得た。極めて厳しいレー
スであった。 
    
第第第第4444節節節節    キリンビールキリンビールキリンビールキリンビールのののの役割役割役割役割    

AMGENと提携した段階では、AMGENが EPOのクローニングに成功したことと、最低限の製造技
術があるだけで、医薬品として世に出すためにはまだ多くの技術課題が残されていた。では両社による

開発はどのように行われたのであろうか。それを見ていくこととするが、その前に、まず提携により

EPOを開発するに当たっての、キリンビールの役割を明確にしておく必要がある。 
この点についてインタビューしたところ、太田は「最初から、役割が決まっていたわけではなかった」

と述べている。小梅川28も「年次計画を立てたこともなかった」と述べており、どの程度技術的な役割

分担を考えていたか、不明である。 
ラスマン氏も、後に「Coorsで働いていたのでビール醸造のことは知っており、醸造の技術は製薬に
応用できるほど制御されていないことは良く知っていた」と語っており29、キリンに何を期待していた

のか、よく判らないところがある。しかし、「もし、あの時アメリカの企業と合弁会社を設立していれ

ば、アメリカ市場を２分することになったろうし、最悪全てを失うことになっただろう」と述べている

こと、現日本アムジェン社長・吉田文紀が「キリンより 1,200万ドルの研究開発資金を得た」と書いて
いる30ことからすると、AMGENサイドからすれば、キリンの資金力が魅力だったと考えられる。資金

                                            
28 EPOの開発が正式に決まってから、小梅川氏は開発のサブリーダーとなっている。正式なリーダー
は、もともと三共（株）で臨床開発を行っていた方だったが、実質的なリーダーは小梅川氏だったよう

である。当時 30歳代後半であった。 
29 Signals Magazine HP(http://signalsmag.com/)より「Ten deals that changed biotech 11/17/1998」 
30 吉田、1994年、p.36 
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の裏づけがあれば、ライセンシングによって、開発成果を安売りする必要はないわけである。あたるか

あたらないか判らないような遺伝子組み換え医薬の実験を続けていくより、製薬によって利益を得るほ

うが企業としては魅力的だったと考えられる。 
しかし、実際に提携がスタートすると、キリンの貢献は著しいものがあった。 
 
（１）ローラーボトルシステムの開発  
 提携開始時において、開発計画がどのように決まったのか不明であるが、技術面で最大の問題となっ

ていたのは、生産技術であった。EPOは糖たんぱく質であるため、大腸菌では生産することができず、
動物細胞が必要となる（インシュリンなど、糖のついていないたんぱく質なら大腸菌で生産可能）。EPO
では、チャイニーズハムスターの細胞を用いていた。しかし、当時は動物細胞を培養する、というだけ

で論文が書けるほど困難を極めた。そもそも体を構成する細胞であるため、組織から独立させて細胞と

して培養するのは難しいのである。大腸菌は、通常の形態で培養できるが、動物細胞はそうはいかない。

ここに問題があり、微妙な温度管理、pＨ管理が求められることとなった。さらに、雑菌が培養槽に入
ると大変なことになる。動物細胞は 1日に 1回しか分裂しないが、細菌は 20分に 1度分裂していく。
そのため、雑菌が入ると雑菌だらけになり、弱い動物細胞は死んでしまう。 
 AMGENがクローニングに成功したとき、当然動物細胞を培養することはできたが、効率的に培養す
ることは不可能であった。「AMGENのクローニングの技術はすごいものがあったが、きめ細かな生産
技術はなかった」と小梅川も述べている。前臨床などの試験をするにも、かなりの量が必要であり、生

産技術がまず求められたわけである。 
 ところで、チャイニーズハムスターの細胞は、壁に付着している状態で最も安定して EPOを生産す
ることが次第に判ってきた。培養にはビンを用いていたので、ビンの壁に付着させるようにして面積を

効果的に用いたほうがいい、となった。また生産された EPOは培養液に出てくるので、培養液は少な
いほうが EPOの濃度が高くなり、精製が容易になることがわかった。そこで、培養用のボトルを横に
寝かせて、ゆっくりと回してやることが効率的な生産方法であった。これをスケールアップするに際し

ては、いろいろな方式を検討した。もっとも一般的な大きなタンクによる培養方法については、温度分

布が仕様範囲に入らない、下のほうの細胞は圧力で潰れてしまうなど、問題が多かった。しかし、

AMGENの技術者たちは、大量生産にはこの方法しかないと考えこれらの問題を解決する方法を必死で
模索していた。これに対して、キリンの技術者たちは、培養ビンの大きさを変えず、大量のビンをハン

ドリングして製造する方法（「ローラーボトルシステム」と名づけられる）を考案した。細胞をビンに

入れたり、EPO を取り出したりする作業を全て無菌状態で行う必要があり、エンジニアリング的には
難しい点も想定されたが、キリンはボトルの無菌管理については、1日数百万本のビール瓶を無菌管理
していることから、自信があった。そこで、研究開発部門とエンジニアリング部門が協力して、ローラ

ーボトルシステムを開発していった（図２を参照）。 
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図２ ローラーボトルシステム（キリンビール（株）医薬カンパニー事業概要より） 
  ローラーボトルの内壁に細胞が付着して培養される。室内は 37℃に管理され、ローラーボトルは
棚でゆっくり回転されている。棚は無人搬送車に載せられ自動的に部屋から搬出入される。 

 
 
第 1号はキリンの研究所内に設置、テストもうまく行ったので AMGENに対し、提案した。EPOは
薬効が高く、あまり大量に生産する必要がないことから、AMGENも同意。2号機は AMGEN内に構
築されることとなった。日本のメーカがアメリカにわたって製作したが、インチ法とメートル法の違い

などもあって、ずいぶん苦労したらしいが、無事成功した。ローラーボトル技術によって、EPO の量
産が可能となり、その他の技術開発（精製等）や安全性確認などに大きく役立つことになる。 
生産技術担当だった太田は、「AMGEN からは絶対にこういう発想は出てこないと思いますよ。

AMGENのメンバーは、とても優秀な科学者だったが、（生産現場を知らない）科学者に任せていては
いつまでも出てこないアイデアだったでしょう。キリンの生産技術者は、ボトルの管理は 10 本できれ
ば 100本、100本できれば 10,000本くらい何とかなるだろう、と思っていた。」と述べる。83年に工
場から研究所に異動していたメンバーが活躍した。ラスマン氏も、「契約の際には全く期待していなか

ったが、ものすごく大きな貢献をしてもらった」と述べている31。太田も「結果論として（この提携は）

うまくいった」、小梅川も「結果的に技術で補完しあうことができた」と述べている。最初から見通せ

ていたわけではなかったようだ。 
ローラーボトルシステムは、EPO の成功になくてはならない技術開発であった。なお、本方法を開
発した鈴木氏らは 95年に、生産技術に関する日本で最も権威のある「大河内賞」を受賞している。 
（２）その他の技術的協力 
 その他、キリンが技術的にサポートしたことは多かった。 
 製薬は、おおむね①原液（EPO）の製造②精製③添加剤との混合・ろ過④アンプルへの充填⑤検液、

                                            
31 Signals Magazine HP(http://signalsmag.com/)より「Ten deals that changed biotech 11/17/1998」 
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という工程で製造される。そのすべてについて、協力して開発した。精製は、もちろん AMGEN も行
っていたが、処理量増大への対応は不十分であったし、どこまで不純物を取り除けばよいか、といった

ことはキリンと AMGENが協力して確認していった32。また、薬効の安定性のために用いる添加剤など

の検討も協力して進めた。 
生産技術を確立するには、基本的な原理を明らかにし、管理する項目やその管理範囲を明確化するこ

とが必要となる。そのため、AMGENの優秀な研究陣の力が必要であったし、決定された仕様を満たす
生産技術・量産装置の開発などは、キリンの寄与が大きかった。このような作業は、お互いのデータを

すり合わせながら進めないと非効率的になってしまう。その点、後述するように両社間のコミュニケー

ションが、大変スムーズであったことが決定的に重要であった。 
また規制に関することでも、両社の協力が重要であった。遺伝子組み換え技術では、日本はアメリカ

に対してかなり遅れをとっており法律の規制も整備されていなかった。FDAと AMGENの交渉などを
通じて、キリンが規制について学ぶことも多く、それが最終的には日本の規制決定につながっていくこ

とが多かった。 
    
第第第第5555節節節節    開発開発開発開発のののの進進進進めめめめ方方方方    

（１）社風・文化について 
キリンという大企業と AMGENというベンチャー33が提携したわけだが、ハービソンらによる『アラ

イアンス・スキル』によると、これは成功の可能性が極めて低い。それは企業文化が違いすぎるからで

ある。この点について、荒蒔（現・キリンビール（株）社長）は振り返って次のように述べている。「AMGEN
は、当時ほとんど無名のベンチャー・ビジネスで、個々の人間が力を持つ一匹狼的な会社だった。一方、

キリンビールは組織で動き、グループの力を有していた。互いに体質の異なる会社が一体となり、製品

開発のスピードアップが実現した。AMGEN はすぐれた技術力を有していたが、AMGEN だけ事業化
していたならば、もっと時間を必要としたはず」34。実際の現場では、どうであったのだろうか。 
 「医薬はビールと、全く文化が違っていた。ビールでは、きっちりとした組織ができており、保守的

で官僚的な面が強かった。それに対し、医薬は独立しているように自由だった。海外出張など、ビール

では煩雑な稟議が必要だが、医薬では必要に応じて研究所長の決裁でどんどん飛んでいった。」と太田

は語る。 
「我々もベンチャーだと思っていた」という小梅川は、「AMGENはとてもオープンで、ファミリー
な感じだった。社員の家族を呼んで、庭の芝生でよくバーベキューをやっていた。短パン姿で歩き回っ

ているのが普通で、キリン社員も影響を受けてしまい、医薬のメンバーだけが浮いてしまっていた」と

述べている。「お互い尊敬しあっていた」というだけに、全てをまね（学習）しようという気持ちが働

いたのかもしれない。85 年ごろには企業文化的な面でもかなり似通うものになった、とのことである
が、それは自然とそうなったのであり、リーダーシップに依存する部分はあまりなかったという。 
上記のようであったため、決裁のスピードや企業文化における隔たりは、ほとんど感じないまま共同

開発を進めることができた。最初からトップが、「医薬のことは判らないので、自由にやらせる」とい

                                            
32 そのような実験結果から日本の規制が決まった経緯があり、キリンの貢献は大きい。 
33 AMGENは、1981年に資本金 1,900万ドルで発足したベンチャー。1982年の従業員数は 60名。 
34 恩蔵、1994ｂ、p.114 
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う方針を貫いたことが大きく影響している。この点、大きな製薬メーカとバイオベンチャーよりもうま

く機能した面がある。 
 キリンの医薬開発部門には、他にもベンチャー的な要素が多かった。前述したとおり、ベストチーム

作りを重視している。大学や国立研究所から人材を求めるだけでなく、力のあるものは入社年次や性別

に関係なくチームリーダーとして起用した。「2年目くらいのやつにリーダーをやらせたりもしていまし
た。それから女性のリーダーも多かったですね」（小梅川）。ベストチームの延長線上に AMGEN があ
ったということかもしれない。若手はガンガン鍛えた。また、若手も自由な雰囲気の中でのびのびとい

い仕事をしていった。「普通は部長とか課長とかのヒエラルキーがありますが、その頃の医薬には、そ

んなものはほとんどなかった」「単に分担だけがあった。課長としてのカウンターパートナーとの議論、

なんてものも、この頃はなかった。もちろん、その後は必要になってきましたけど。」「私はナントカ屋、

といった態度の者はなく、とにかく問題がおきたら、手が空いてるやつがやる、という感じだった。」（太

田）組織として確立していない点も、ほとんどベンチャーそのものであった。 
 荒蒔が言うように、ビジネス面では体質の異なる（というより規模の異なる）企業同士が協力し合っ

て成功した面は強いが、実際の開発現場においては、反対に同じようなベンチャーとしての体質が開発

の速度を上げたのではないかと考えられる。 
 そのようなことから、文化的な摩擦は全然なく、お互い信頼しあって開発を進めることができたよう

だ。なお AMGENも開発に向けたベストチームへと組織変更を行っている。1984年から AMGENは
EPO 開発リーダーを、クローニングに成功した天才科学者フ・ケン・リーから、開発リーダーとして
ふさわしいジェフ・ブラウンに変えている35。フ・ケン・リーは人事管理ができない人物だったため、

新規なプロジェクトに移っていった。 
（２）開発計画や情報の管理 
 では、開発進捗や情報の管理はどうなっていたのだろうか。 
 太田によると、定期的な会議は、取締役レベル、実務者レベルで実施していた。実務者レベルは年 4
回実施されていた。しかし、そんな間隔で進むはずもなく、両社の開発者は必要に応じていつでも勝手

に電話したりFAXしたりしていた。必要となると 1ヶ月くらいAMGENに泊り込んでくるものもいた。
開発するべきことも、「走りながら考えていた」。計画重視でなく、課題を抽出しながら、その問題解決

を重ねていくスタイルの開発であった。「責任の明確化は、なかなかできない。ぐちゃぐちゃになりな

がらお互いに協力してやっていった」（太田）。これはフロントランナーとしては仕方のないことであっ

たし、バイオベンチャーにとっては常識的な進め方であったろう36。しかし、キリンの通常業務と相容

れなかったであろうことは容易に想像がつく。トップが「信頼して勝手にやらせる」という方針を貫い

ていなければ、決してうまくいかなったであろう。 
 情報の管理については、上記のような状態なのでほとんど管理されていなかった。「技術を理解しな

                                            
35 ハーバード大学ケース 9-492-052 p.3 
36 ハーバード大学ケース 9-492-052によると、AMGENはかなりきちんと計画を立てて開発を進める
ようである。一方で、研究者たちは「そんなことでは、びっくりするような成果を上げられるわけがな

い」と反発している。また、ジェームズ・C・コリンズ『ビジョナリーカンパニー�飛躍の法則』によ
ると、AMGENには「規律の文化」が存在している。これは、官僚制度とは異なり、個々人の自立性に
任されている面が大きいようだ。 
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いと生産技術を構築することは不可能なんです。だから必要な場合は『技術を習得するまで帰ってくる

な！』と 1ヶ月ほどアメリカに研究者を滞在させたこともありましたね」（太田）。提携成功のため、キ
リンが技術を習得することは不可欠と考えられていたのであろう。「契約内容はブラックボックスで、

あまり気にしたことはなかった。もし失敗していたら JVとはいえ大変なことになったかもしれない。
成功したから、何の問題も起きなかった」（小梅川）。一般的な提携で考えられるような、企業間の情報

管理は、全くと言っていいほど存在しなかった。これは、先述したように成果管理会社を共同で設立す

るという形態をとったため、運命共同体としての意識が強かったためである。「技術を買ったとすると、

協力しようとはならなかったでしょう。そこまでに売ったものでおしまい、その後で開発したものは他

の会社にでも売ってしまえ、となる。JV としたので、新たに出てきた成果をどんどん一緒に使ってい
こう、ということになった」（太田）。WIN-WINの関係を構築できたことが、開発をスムーズに実施さ
せる大きな要因となった。技術的に垣根なく取り組み、「コミュニケーションで困ったことは全くなか

った」（小梅川、太田）という関係を構築していた。 
 このように情報がオープンであったことが、キリンにとっては、EPO 開発成功につながったばかり
でなく、AMGENの技術を吸収する機会を得ることにもなった。先述したように、生産技術をブラッシ
ュアップしていくには、技術に関する深い理解が必要である。AMGENとの共同開発の中で、キリンは
主に生産技術（細胞培養から検液まで）を担当していたが、遺伝子クローニングをはじめ様々な技術を

吸収し蓄積をすることができた。さらに技術ばかりでなく、許認可申請への対応など医薬ビジネスに必

要なことを学んだ。これらはキリンの大きな財産となっている。 
 
（３）トップの姿勢 
 前述しているように、トップの関与がほとんど見られないのが、この提携の特徴のひとつである。

「EPO について、上からなんだかんだ言われたことは、全くなかった。年間計画なんてものも、立て
たことはなかった。若かったし、周辺もいろいろ整っていなくて、とても自由だった。上の干渉もない

ので、みんなガンガンやった。上の人間は、医薬のことを知らないので、聞いても無駄、と思って自由

にさせてくれていた」「一度、糸賀副社長（当時）の自宅に呼ばれたことがある。中外に負ける、とい

ううわさがあるが、大丈夫か、というので、『任せて下さい。絶対に勝ってみせます。その代わり、邪

魔をしないで下さい』とお願いした。糸賀副社長はそのとおり、心配はしてくれたが、口出しはされな

かった」（小梅川）。「研究の上のほうは、そりゃ大変だったと思いますよ。バイオ医薬なんて、日本で

は初めてに近いわけですし、自分たちに本当にできるか不安も大きいなかで、お金はどんどん使うわけ

ですから。でも、我々には、とにかく成果を出せ、ということしか言わなかった」（太田）。 
 トップが、当初から「小さく生んで大きく育てる」ことを重視したこと、当初から技術系の取締役の

合意を得て進めていることなどとともに、「10 年かかってもいい」というロングレンジの開発姿勢が、
医薬開発チームを自由にさせた背景にあった。山本は「長く単一の事業を行っていると短期的な性向が

出てくる。そこで、バイオ事業は 10 年黒字にならないということを組織内にしみこませることが必要
だった。お金にしろ何にしろ、将来得るものが必ずあるはずだと信じていた」と振り返っている。また

同氏は「技術の遅れを取り戻すのに、金を惜しむな」と強い意志で臨んだ。1982年から 1991年までの
研究費は約 500億円に達している37。 
                                            
37 恩蔵、1994ｂ、p.113 
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（４）リーダーの資質 
 小梅川は情熱と的確な判断力、謙虚さをもったリーダーである。 
 EPO の開発を始めるときに「やるからには世界一を目指そう」と言い、ベストチームを組んで、2
年目の人材でも優秀なものはリーダーとして力を発揮させるなど、従来のルールに縛られず、正しい選

択に向って変革ができるだけの情熱と的確な判断力をもっていた。世界との技術差を思い知らされたと

きも、自社技術にこだわらず、上司に対して提携戦略を提言するなど、冷静な判断力を持っていた。 
また、すでに述べたように、糸賀副社長に呼ばれた際に「任せて下さい。絶対に勝ってみせます。そ

の代わり、邪魔をしないで下さい」とストレートに伝えている。必ずやり遂げる、という信念と情熱を

持っていた。 
EPOの他疾患への適用拡大については、「未熟児向けは、患者数も使用する量も少なく、ビジネスに
はなりませんが、役に立ちたいという純粋な気持ちで取り組んでいきました」と語っている。決してビ

ジネスのことだけで動いているわけでない、人間的魅力を感じさせるエピソードである。また、申請時

には 3ヶ月間ほど、若手とともに本社の会議室に籠り、毎日夜中の１時２時まで申請の書類を準備して
いて、壁紙がタバコの脂で真っ黒になったという。先頭に立って引っ張るタイプであった。 
一方で、傲慢なところがない。キリン医薬事業立ち上げの立役者であるにもかかわらず、「プロダク

トがすごかった、というのが、成功の第一の理由だ」と語っている。上司や部下への、感謝とも言える

気持ちもインタビューの随所に見られる。 
このような小梅川のリーダーシップが、EPOプロジェクト成功の一因と考えられる。 
それにしても、小梅川といい下坂といい、３０歳代社員が新しいプロジェクトをものすごい情熱で引

っ張っていったというのは、このような若いパワーを活用することが、トップの不干渉と合わせ、次世

代テクノロジー・マネジメントにおいて極めて重要度が高いことを示唆するものと考える。ジャック・

ウェルチも、『わが経営』において「あらゆる仕事に命を吹き込むのはすぐれた人材であって、すぐれ

た戦略ではない」と述べている38。 
 
第第第第6666節節節節    キリンビールキリンビールキリンビールキリンビールがががが提携提携提携提携によってによってによってによって得得得得たものたものたものたもの    

 AMGENとの提携によって、キリンは EPOの商品化に成功した。それ以外も含め、キリンが提携で
得たものをまとめる。 
（１） 医薬品メーカとしての地位確立 
当初提携が目標としていた EPOの商業化に成功した。現在、AMGEN約 2500億円、キリンビール
約 340 億円（推定）の年間売り上げを達成している。なお、AMGEN とキリンでこれだけの差がある
のは、US と日本の市場規模の違いもあるが、日本では GI 社からライセンスを受けた中外製薬と市場
をほぼ２分していることが影響している。 
 続いて G-CSF（顆粒状コロニー刺激因子：造血幹細胞の好中球への分化を促進。がん治療に伴う好
中球の減少改善治療薬）の商業化にも協力して成功した。これは EPO製造とは異なる技術で量産化し
たが、EPOと同様血液関連のバイオ医薬である。EPOより 1年ほど遅れて AMGENでクローニング
に成功し、EPO同様提携によって商業化に成功している。AMGEN約 1200億円、キリン約 150億円

                                            
38 ウェルチ、2001、下 p.337 
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（推定）の年間売り上げを実現している（単体の売上高については図３を参照）。 
 現在キリンは、研究員を 300名、MRを 350名近くそろえている。EPO、G-CSFの自社販売を拡大
しており、また 2000年には日本ロシュから腎臓分野の治療薬カルシトリオールの国内独占販売権を取
得した。このように、キリンは提携での EPO開発成功をベースに、医薬品メーカとしての地位を確立
したといえる。 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001

年度

売
上
高
（
億
円
）

 

図３ キリンビール（株）の医薬事業売上推移 
（KIRIN FACT BOOK p.38をもとに筆者が作成） 

 
（２） 医薬事業に関する技術習得 
当面の提携目的の成功のみならず、キリンは AMGEN から遺伝子クローニング技術など医薬事業に
関する技術を吸収している。このことは、TPO のクローニングに関する技術競争の結果に端的に示さ
れている。TPOは、血小板を増やす働きをする物質で、EPO、G-CSFと同様、骨髄の幹細胞から分化
して発生する。抗がん剤投与をすると幹細胞が弱まり、血小板が少なくなる。この治療薬である。 
 1970年代から TPOの存在は指摘されており、各社がその発見にしのぎを削ったが、見つからず、TPO
の存在を拒否する論文が出るなど混乱したが、キリンはヒト TPO遺伝子のクローニングに成功、1994
年 2月に特許を出願、8月に学会発表を行った。一方、Genentech社とザイモジェネティクス社は、キ
リンの発表に先駆けて 1994年 6月に Nature誌に TPOクローニング成功を発表、AMGENもその 3
週間後に発表した。出願公開された特許を見たところ、キリンの特許は Genentech 社よりわずか 1日
だけ早かったが、世界初の出願という栄冠を手にすることができた。キリンの遺伝子クローニング技術

は、このように世界と比肩するレベルに達したのである。その後、AMGENと提携して開発を進めてい
るが、医薬品ならではの難しい面もあり、現在に至るもまだ商品化はなされていない。しかし、キリン

では必ず商品化する、という意思を持って開発を継続している。 
 また、キリンは EPO,G-CSFの開発ののち、技術やノウハウを蓄積した腎臓、ガン、免疫という部分
に集中していく戦略をとることとし、その分野での新しい切り口として「細胞医療とヒト抗体医薬」へ
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取り組むことを決める。これらは、AMGENとの提携から直接派生した技術ではないが、提携で得た様々
な技術が、このように技術的な広がりを見せる基礎となったものと考えられる。 

   

図４ キリンビール（株）医薬カンパニーの事業展開（キリンビール(株)医薬カンパニー事業概要より。
エスポーは EPO、グランは G-CSFの商品名。） 

 
（３）提携における信頼の獲得 
先述した細胞医療とヒト抗体医薬については、海外ベンチャーとの提携を重視し、毎月のように行わ

れるセミナーやミーティングなどでそれら有望な技術、ベンチャー企業を探し出すことを継続している。

これまでに、デンドレオン社と提携し、免疫機能を高める樹状細胞を用いた医療の開発を進めている。

またヒト抗体をマウスに作らせるオリジナル技術を開発し、その技術を実用化するためにメダレックス

社と提携、「ヒト抗体産生マウス」に関する世界最高レベルの技術を確立している。そのほか、米国ア

ムセル社、ハイセック社などとも共同研究開発を進めている。 
 このようにアメリカのバイオベンチャーとの提携がスムーズに進んでいるのは、AMGENとの提携成
功の影響が大きい。ベンチャーと合弁による共同販売を実現したキリンに対し、多くのベンチャーが「キ

リンはベンチャーを儲けの種としてだけ見ていない」と信頼感を持ってみているからである。「この評

判は、将来にわたってキリンの財産」（ 
小梅川）。キリンはコーニングのように他社から「提携しても裏切られる心配のない、信頼できる企業」

という風評を手にしており、提携戦略を有利に進めることを可能としている。これも AMGEN との提
携によって得られた大きな成果である。 
 なお、提携の形態は、AMGENのときとは状況が異なるため、当然ながら AMGENとの提携の場合
とは異なっている。 
 
（４）キリンの組織文化への影響 
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海外ベンチャーと提携した効果として浅野・医薬カンパニー社長は「世界の流れや考え方を肌で感じ

る機会が増えました。事業を発展させていくための手法や仕事に対する取り組み方、研究に見合ったイ

ンセンティブのあり方、そういうカルチャーを手に入れることができました」と述べている39。 
「AMGENはとてもアグレッシブ。この世界ではスピード第 1だ、ということを学んだ」（太田）、「ア
メリカは、やはり狩猟民族の国。戦闘能力は素晴らしい。積み上げて物事を進めていく、というよりは、

目標を明確にし、何が何でも目標を達成しようとする。そのあたりを学ばせてもらった」（小梅川）、と

異文化との交流により、業務の進め方はかなり影響を受けたことがうかがえる。「ビールでは組織全て

の同意を得て決めていたが、医薬では迅速に決めなければならなかった。しかも、研究で積み上げてき

た成果が、ゼロになってしまうというリスクも伴っていた。分からないことを判断するとき、何と何を

取り上げて決めたらよいのか。それは冒険なのか、思い切りなのか分からないが、ビールと医薬では全

く異なった意思決定をせざるを得ない」（荒蒔）40。 
また、本社機能への影響については、医薬ビジネスの成功から、「本社組織のスリム化」「スピードの

ある意思決定、リスクを伴った意思決定の浸透」などのフィードバックがあったと報告されている41。

提携戦略がキリン本体に根付いたか、という観点で見たところ、機能食品や花卉ビジネスなどの多角化

分野において、提携戦略推進に大きな影響があったことが判る42。しかし Eli LillyやHPのように「提
携ポリシー」の形でドキュメント化されていない。これは、US企業と日本企業の違いであろう。 

 
第第第第 7777節節節節    キリンキリンキリンキリン、、、、AMGENAMGENAMGENAMGENのそののそののそののその後後後後    
 キリン、AMGENとも、EPOの成功によって医薬メーカとしての地位を確立した。AMGENは、バ
イオ医薬の代表的企業に育った。それぞれの企業は、ベンチャーから対企業への変貌する中で、研究開

発のやり方など変化したことがあるのだろうか。 
 まず AMGENについてみてみる。AMGENはキリンに説得されてライセンス供与というビジネスモ
デルを捨て、製薬企業となったが、いまやバイオテクノロジーの世界最大手である（2001 年の従業員
数 7,700人、売上高 5,000億円程度）。しかし、長く新しい薬剤を上市しておらず、その売上の 9割近
くは貧血治療薬の EPO（商品名「エポジェン」Epogen）と好中球減少症治療薬 G-CSF（商品名「ニュ
ーポジェン」Neupogen）で構成されている。昨年後半からようやく新薬として EPO の後継薬「アラ
ネスプ」Aranesp（2001年 9月）、G-CSFの後継薬「ニューラスタ」Neulasta（2002年 1月）につい
て FDAの認可が下りた。これらは効果の持続時間が長くなって患者の負担が減るばかりでなく、適用
できる疾患も増え、収益増大に寄与すると期待されている。このあたりは、さすがに AMGEN の技術
力が発揮されている43。 
                                            
39 （日経ビジネスの広告）キリンビールのフロンティア「２１世紀は細胞医療、ヒト抗体医薬にチャ
レンジ」 
40 恩蔵、1994ｂ、p.117 
41 恩蔵、1994b、pp.222-224 
42 KIRIN FACT BOOKによると、花卉関連では、バルブレ＆ブラン社等世界有数の花卉会社数社に資
本参加後買収。機能食品ではブラジル有数のアルコールメーカ CIAO社と提携して RNAを製造。これ
らは全て 90年前後以降の取り組みである。 
43 これらの開発はキリン AMGENからの委託であり、キリンも恩恵をこうむる。 
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AMGENは、そのほか腎臓疾患や癌、炎症などに関連した分野の治療薬を開発中、製品ラインアップ
の強化をめざしており、2001年 11月には、慢性関節リウマチ治療薬「Kineret」が FDAによって認可
された。2002年 3月には欧州でも認可されており、順調な滑り出しである。しかし、AMGENのパイ
プライン（新薬候補物質）の多くは、ベンチャー等から導入したものとなっている。 
 AMGENは大きくなって、従来のベンチャーだった頃とは当然ながらビジネスのスタイルが大きく変
わっている。企業風土についても変化している可能性は高いが、確認することはできていない。 
次にキリンについてみてみる。キリンも、自社開発した新薬は、EPO、G-CSF 以来発売されていな
い（ただし、薬剤の形態が異なるもの等はのぞく）。2つの薬剤が適用範囲を広げたりすることで売上が
順調に伸びている反面、心配な部分である。大きくなることで組織文化や業務のやり方は変化したのだ

ろうか。「当時は、企業家精神が旺盛な連中が多かったし、昔は小さい所帯で、誰が何をやっているか、

なんてことはお互いに知っていた。しかし、現在は部門間の調整にも時間をとられている。医薬に関す

るレギュレーションも整備されて、やることが多くなっている。年度計画なども作らなければならない。

売上の数字が出てくれば（そして組織が大きくなってくれば）、どうしても目標値を決め、それに縛ら

れるようになってしまうのだ。また、スピード感を持ってやるのもいいが、どうしても抜けが多くなっ

てくる。だから今では組織的にきちんとやらざるをえない」（小梅川）。大きな組織となった弊害に苦し

んでいるように見える。 
しかし「今の仕組みで EPO開発を行っていたら、確実に失敗していたと思います」という小梅川は、
「どうして、今、当時と同じことができないのか、そこに問題があるなと思い、いくつかのテーマにつ

いては、かなり自由度を持たせた運営を心がけている。そろそろいい成果が出てき始めています」EPO
開発の頃のように、小さな自律的組織を作り、任せて開発スピードを上げようとしているようだ。「EPO
を一緒にやった、企業家精神に富む若い人たちが現在中堅クラスでがんばってくれている。これからで

す」と述べている。小梅川は EPO成功の後、一時期研究開発を離れていた。「マインドだけは忘れずに
やっていこうと思う」（小梅川）。彼が再び研究開発に戻ってきた今、状況の違いはあれど、AMGENと
の提携で得たマインドは確実に継承され、新たな飛躍を生むものと期待される。 
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第第第第３３３３章章章章    ケーススタディケーススタディケーススタディケーススタディのののの分析分析分析分析    
第第第第 1111節節節節    先行研究先行研究先行研究先行研究ででででレビューレビューレビューレビューしたしたしたした項目項目項目項目にににに関関関関するするするする考察考察考察考察    
 まず、先行研究のレビューと同じ内容について、キリンと AMGEN の提携がどうであったかを整理
してみる。その後、次節で全体をとらえなおし、本ケーススタディから得られた知見を再度まとめる。 
（１） 提携の形態 
 キリンは、AMGENと成果管理のためにキリン AMGEN社を設立している。両社がこの会社に 1,200
万ドルずつ出資しているが、AMGEN分の 800万ドルは技術料の形で出資されている。実際、EPOク
ローニングの特許はキリン AMGEN社の所有となっている。キリン、AMGENの両社はこの成果管理
会社からライセンスを受ける形で事業を行っている。 
 このような資本関係を構築することは、両社員に「提携を成功させたい」というインセンティブを与

え、両社間の障壁を下げる大きな効果があり、オープンなコミュニケーションを実現することができた。

また、いわゆる JVを作って、両社の研究員がそこに集まって開発を行う場合と比べ、メリットも多か
ったと思われる。最初から各社に市場が割り当てられ、それぞれが独立して事業化を行うことができた

ため、両社間での交渉は技術開発に絞られていて、ビジネスのやり方等については各社にゆだねられた。 
 以上のように、成果管理会社を共同で設立する、というのは、両社に絶妙な距離感を与えたものと思

われる。最初からUSと日本で市場を分けていたのは、ある意味では AMGENに有利に働いているが、
それによってこの提携形態の意義が減じられるものではない、と考える。 
ハメルらは、あまりコミットせず、柔軟に提携も組み替えていけるようにするべきだ、という考え方

を示していたが、次世代テクノロジーを取得しようと考えたら、しり込みせずコミットしたほうが高い

成果を上げることができる、との指摘もある。デイらによると、十分なコミットメントへのためらいが、

次世代テクノロジー開発の大きな落とし穴である。「長期間にわたる勝者は、早い段階で明確に技術経

路にコミットした先行者であることが多い。（中略）柔軟性のあるオプションのポジションを取ること

は慎重なように見えるが、おそらくコミットメントの力を過小評価してしまっている。」（デイ他、2000、
pp.44-45）。彼らはインテルにおける開発戦略に関する研究から、このような結論を導いている。 
「柔軟性のわな」に関する指摘は他にも見られる44。一般的に変化の激しい状況においては、取引関

係が比較的柔軟な企業間システムのほうが適していると思われるが、沼上が液晶パネルのケースを調べ

たところ、それとは逆に、固定的な関係のほうがパートナー双方のコミットメントが得られやすく、イ

ノベーションが進んだ、というのである。 
本気でその次世代テクノロジーで事業化を図る、と決めたら、十分にコミットするべきであろう。そ

の中で提携戦略をとらえれば、資本関係構築という形でコミットしてでもオープンなコミュニケーショ

ンを成立させ、提携自体の成功と技術の習得を図るべきである。 
 
（２） インターフェースの形態 
 AMGEN、キリン医薬チームとも、組織は比較的小さく、内部での意思疎通は良好であった。そして
両社間での交渉は、全ての階層で頻繁に行われており、上層部の定期的なミーティングは行われていた

が、それとは無関係に適宜情報交換が行われていた。また必要となれば、キリンから研究者が渡米し、

                                            
44 一橋大学イノベーション研究センター、2001、p.213-214 
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1ヶ月も泊まりこむということさえあった。このように、非常にオープンなコミュニケーションが実現
されており、インターフェースは最低限のレベルでしか、意識されていなかった（本稿 pp.39-41 を参
照）。 
 オープンなコミュニケーションの成立には、４つの原因があると考える。「提携の形態」「迅速な開発

の必要性」「両社の文化的な一致」「お互いが技術的に補完し合えるとの信頼、尊敬」である。 
「提携の形態」は、前項で述べたように、両社員のインセンティブを一致させるものであった。 
 「迅速な開発の必要性」だが、これは GI社と中外製薬というライバルがあったために生じていた。
両社にとってはまず提携の成功が重要であり、情報の漏洩によって後日発生するかもしれない問題のリ

スクは、相対的に重要性が低かったと想像できる。情報管理を行うよりも、無意味な調整や交渉による

開発スピードの抑制を排除するため、オープンなインターフェースを構築せざるを得なかった、と考え

られる。次世代テクノロジーは全体のパイが大きく、ビジネスとしていろいろな展開の仕方があると考

えられるので、とにかくまず協力し、その後のことはその後で考えるほうがいい、ということを示唆し

ている。 
 上記 2点は、両社にオープンなインターフェースを構築するよう促した背景といえる。一方、これら
の状況があっても、実際にオープンなコミュニケーションが行われるようになるには、条件が必要だっ

たと思われる。それが以下の 2点である。 
「両社の文化的な一致」だが、キリンの医薬チームは、かなりの独立性を与えられていて、大企業の

中にありながらベンチャー的な要素があり、まさにベンチャーであった AMGEN と文化的に近かった
（本稿 p.37-39 を参照）。計画至上主義でない、問題解決を最優先し手続き的なことを重視しない、ヒ
エラルキーや役割分担にこだわらない、等は、まさに価値観である。両社間でずれていると、オープン

なコミュニケーションはおろか、信頼関係の構築が難しかったと想像できる。 
「お互いが技術的に補完し合えるとの信頼、尊敬」であるが、これがあるからこそ、問題解決のため

にコミュニケーションが活発になるのである。キリンは当初から AMGEN を尊敬していた。これは、
自分たちが実現できなかった開発をやってのけた者たちに対する当然の気持ちである。一方、AMGEN
も早い時期にキリンの技術力を認めたと想像される。84年にキリン AMGENが設立され、85年には量
産を実現しているが、これからすると提携開始後、かなり早い時期にキリンはローラーボトルシステム

の着想を得、実現したものと考えられ、AMGENもキリンの技術力、特に製造技術を開発するパートナ
ーとしての力量を認めたと想像できる。だからこそ、本気で協力していく形になったのであろう。 
オープンなコミュニケーションに基づく協力的なパートナーシップは、予想もしなかった形で成功を

もたらす。『市場では稀少なスキルは、おおむねその企業に特有のものであり、従業員の長期にわたる

経験に基づいている。だからこそ移転が難しいのである』（レオナルド、2001、pp.214）。人と人との
信頼関係によって、明示されていない技術が初めて混ざり合うことが起き、「予想もしなかった成果（イ

ノベーション）」が起きる。キリンのローラーボトルシステムなどは、まさにその好例である。 
 
（３） 学習を促進する組織的な特徴 
キリン AMGENの提携で見られたことは、「オープンな企業文化（ヒエラルキーの不在）」「上層部の
不干渉による従来の成功パターンの排除」「シニアマネジャーの学習への理解、長期的視点」「技術に対

する高い理解度」であった。「ゆとり」については、時間的、リソース的な余裕があったとは思えない

ものの、計画至上主義でないこと、ヒエラルキーや役割分担など手続き的なことにはこだわらないこと、
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などの面に現れていたと見ることができる。つまり、キリンは先行研究の指摘どおりの特長を持ってい

たといえる。キリンは多くを AMGENから学んだが、これらの特長が大きく関与したと考える。 
そもそも、キリンには学習する文化が存在していたと考えていいかもしれない。最初に医薬品への参

入を決めるに際して、自治医科大学の中尾学長に相談しているし、社外からの人材の獲得、ベンチャー

との提携模索、などすべて学ぶ姿勢の現われと考えてもいいであろう。 
しかしながら、実際に学習を促進する大きな推進力となったのは、これらの組織的な特徴に加え、「ラ

イバルがいたこと」、「AMGENの技術力や問題解決能力に対する信頼と尊敬の念があったこと」と考え
られる。キリンの医薬チームのメンバーは、とにかく学習して提携を成功させることしか、考えていな

かったのである。「技術の遅れを取り戻すのに、金を惜しむな」という山本の号令、「技術を習得するま

で帰ってくるな、と言ってアメリカへ送り出すこともありましたね」という太田の言葉に、そのときの

厳しい状況が推察される。おそらく、キリンの元来の組織文化に加え、厳しい外部環境と提携戦略によ

って、「学習する文化」がさらに強化されたものと考える。 
 
（４）イノベーションを促進する組織的特徴 
先行研究での指摘では、イノベーションを促進するには以下のような特徴が必要とされていた。 

① 小さな組織に自律性を与え、本体と切り離したビジネスユニットとする。 
② 計画に則って厳密な管理を行うのでなく、議論、実験を繰り返して次世代テクノロジーの
不確実性を減ずる努力をする。 

③ 社内外から有能な人材を集め、ベストチームを編成する。 
④ 戦略的な方法で柔軟性を維持し、正しい戦略、正しい市場が見えてきたときに、確実にと
らえることができるようにしておく。 

 第 2章から判るように、キリンにおいてはこれらが全て満たされていた。 
①について、キリンは徹底していた。トップ自らがロングレンジで考え、短期的な成果を特に重視し

なかったし、そのことを幹部に納得させていた。そして、「どうせ判らないから」とトップへの詳細説

明を不要としており、担当マネージャークラスが全ての決定権を持っていた。そのため、任された若手

中心のメンバーは奮起し、とにかく成功させることだけを考えて必死の努力をすることができた。上層

部の不干渉によって、従来の成功パターンの排除を可能とし、新しい技術に合った新しいスタイルの開

発が実現した。 
②について、長期の開発計画に則って開発するのではなく（そのため開発計画を立案していない）、

様々な問題をいかに迅速に解決するか、に注力している。新しい技術に取り組んでいるため、いくら綿

密なプランニングをしても思い通りの結果を得ることができないことが多いからである。そのため、ト

ライアンドエラーとなる実験を、いかに効率よく企画し迅速に実施するか、その結果の考察を的確に行

うことができるか、のほうが重要となる。この点は、従来技術（すでに良く理解されている技術）の開

発とは大きく異なる点であり、イノベーションを起こす力量につながる。なおこのような開発スタイル

は学習する文化が成立していなければ、有効に機能しなかったであろう。 
 ところで、①も②も、成功につながるかどうかは実施するメンバーの能力に大きく依存する。優秀で

ない人材に任せたらむちゃくちゃな研究計画をし、費用を無駄遣いするだけである。だからイノベーシ

ョンを実現するのに①②が必要だとすると、③が絶対的な条件となるのである。コリンズも、『ビジョ

ナリーカンパニー２』で、「偉大な企業を築いてきた人たちは皆、企業が成長していくときに最大のボ
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トルネックになるのが、市場でも技術でも競争でも製品でもないことを理解している。どの要因よりも

重要な点がある。それは適切な人々を採用し維持する能力である」と述べている45。キリンは、医薬事

業を始めるにあたり、社内外から有能な人物を集めた。極めて珍しいことに大学や研究機関から中途採

用をとっている。また、見込みのある人物を大学に研究生として送り込んで教育したり、有能な人物は

入社年次等に関係なくリーダーとするなどの措置をとって、有能な人物が喜んで働ける環境作りにも心

がけている。また、研究者だけでなく、工場の生産技術者や技能者を集めるなど、とにかくベストチー

ムを作ろうと情熱を傾けている。この点も、キリンはかなり徹底的にやった。若手を多く登用すること

で、従来の常識に縛られない組織文化を構築することにも成功した。 
④は、AMGENが EPOのクローニングを発表したときのキリンの戦略転換に現れている。戦略を大
きく変えながらも、「EPOの事業化を手始めとしてバイオ医薬に参入していく」という目標は変更して
いないし、その戦略転換も迅速に行っている。これは、AMGENの発表の前から、自社開発と平行して
他社との提携を検討していたからであった。このような柔軟性のある戦略を立てていなければ、キリン

は EPO開発をあきらめ、今とは違う姿になっていた可能性は高い。 
 先行研究で触れられていない点だが注目したいのは、リーダーについてである。情熱と的確な判断力

を持った謙虚なリーダーの存在は、非常に大きかったのではないか。小さい組織になると、誰しもがリ

ーダーを観察することができる。大げさに言うとリーダーの一挙手一投足がチームに影響していたはず

で、不透明な状況下においてリーダーが不安な顔をすれば、それが士気に与える影響は大きかったであ

ろう。中途採用で入社した自信家が何名もいる上、ヒエラルキーはほとんど存在せず、肩書きで人を動

かすことはあまり期待できない状況であったと想像される。そのような中で、チームをまとめあげ、ひ

とつの方向に力を集中させることができたリーダーの功績は、認められて良いと考える。 
コリンズは、『ビジョナリーカンパニー２』その他で、良い企業を偉大な企業に変革するには「第５

水準のリーダーシップ」が必要であることを明らかにしている。その中で、第５水準のリーダーシップ

の二面性として「職業人としての意思の強さ」と「個人としての謙虚さ」を挙げた46。「どれほど困難で

あっても、長期にわたって最高の実績を生み出すために必要なことは全て行う固い意思を示す」が、成

功したら「他の人たち、外部要因、幸運が会社の成功をもたらした要因だと考える」といった特長が指

摘されている。副社長に「絶対成功させるから、口出ししないで下さい」と言って強い責任感でチーム

を導き、「成功はプロダクトが良かったからです」という小梅川に重なる部分がある。この第５水準の

リーダーシップは、イノベーションを促進する組織的特徴にも含まれる可能性がありそうだ。 
 
（５） 提携の成功要因 
「事業内容」「パートナーの選択」について、ハービソンらは十分な分析が行われる必要性を強調し

ている。キリン AMGENのケースにおいて、どのような判断が行われていたか、再度まとめてみる。 
まず提携スタート時において、EPOについては以下のように考えられていた。 
・ 腎性貧血の患者にとって唯一の薬剤であり、その薬効も確かめられていた。 
・ しかし、市場規模はさほど大きくないと考えられていた（年商 30億円程度と見られていた）。 
・ 遺伝子クローニングには 2社（GI社、AMGEN）成功しており、技術的に可能なことは確かめ

                                            
45 コリンズ、2001、p.87 
46 コリンズ、2001、第 2章 
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られていた。しかし、特許的にどちらが勝つかは、定かでなかった。 
・ 生産技術としては、動物細胞の安定培養が必要で、ブレークスルーが必要と考えられていた。 

事業の分析がどこまで行われたか定かでないが、ハービソンらが指摘しているようなレベル、つまり

細かくケーススタディを実施し、技術的なリスク分析を行って、、、といったレベルには達していなかっ

たであろう。それができないのが、次世代テクノロジー・マネジメントの難しさなのである。 
パートナーの選択についても、同様である。AMGENと提携する時点では、GI社と AMGENのいず
れが勝つか不透明であった。また、キリンは AMGENを提携候補リストに載せてはいたが、企業文化、
戦略目標まで詳細に知っていたわけではない。ベンチャーとしての特長は持っているであろうこと、ラ

イセンス供与という、通常のベンチャーと同様の戦略目標を持っていることを把握していただけである。 
しかしキリンは AMGENとの提携を決めた。リスクを把握した上で、EPOのクローニング技術を持
つ AMGENを選んだのである。それは、キリンが EPOを事業化するためには、どうしてもクローニン
グの技術が必要だったからであり、選択の余地がほとんどなかったからである。もっとも AMGEN の
戦略目標は、下坂が変更させ、提携開始時点では一致させることに成功している。 
このように、事業内容やパートナーの分析においては、先行研究と一致しない部分があった。不透明

性の高い次世代テクノロジー・マネジメントでは事業内容の分析に限界があること、求めている技術を

有する提携先が限られてしまうため厳密なパートナー分析を行っても仕方がないこと、がそれぞれの理

由である。それよりも、補完する技術を持っている企業が明らかになったら即座に提携を決めるスピー

ドが求められている。そのためには日頃から戦略を明確にするとともに、提携を決めるまではフレキシ

ビリティを確保しておくことが重要である（イノベーションを促進する組織的特徴の④に相当）。 
 
第第第第 2222節節節節    提携提携提携提携によるによるによるによる技術吸収技術吸収技術吸収技術吸収のののの成功要因成功要因成功要因成功要因にににに関関関関するするするする考察考察考察考察        
 前節では、先行研究で扱った項目に沿ってキリン AMGEN のケースを分析した。しかし、多くの項
目で重なった部分もあり、それらの関係を整理し理解を深める必要がある。 
 本論文では、どのように提携を活用すれば、提携自体の目的を達成するとともに先行するパートナー

から次世代テクノロジーを吸収して事業を拡大できるのか、を明らかにすることを目的とした。その趣

旨に沿ってまとめた結果を図５に示す。 
 まず、技術吸収の観点から重要なのは、技術を持ったパートナーの選択である。次に必要なことは、

そのパートナーから技術を吸収できるようなインターフェースを構築することである。具体的には「オ

ープンなコミュニケーションの実現」が必要となる。そのためには信頼関係の構築が必要であり、資本

関係を伴う提携形態とすることで運命共同体としての意識付けを行うことなどが重要である。また、自

社としては、「学習する文化」が必要となる。 
 しかし、実際にはこれらの要因が明確に区分されているわけではなく、図５に示すようにもっと複雑

な関係が成立している。特に重要なのは「オープンなコミュニケーションの実現」である。 
 オープンなコミュニケーションを実現するためには、「文化の一致」が必要であることが判った。次

世代テクノロジーで先行している企業は、通常「イノベーションを促進する組織的特徴」を満たしてい

ると思われるので、自社としてもそのような条件を有していることが必要である（なお、「イノベーシ

ョンを促進する組織的特徴」のうち、「計画至上主義の排除、実験的管理手法の容認」を有効に機能さ

せるには「学習する文化」が必要であることから、「学習する文化」も「イノベーションを促進する組

織的特徴」に含めた）。また信頼の構築には、実際に技術的に補完し合える、頼もしいパートナーであ
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ることを示すため、技術的な成果を出す必要がある。そのためには自社自身がイノベーションを促進す

る組織的特徴を備えた組織でなければならない。以上から自社に求められることは、「学習する文化」

を含む「イノベーションを促進する組織的特徴」であるといえる。 

 
図５ 次世代テクノロジーに関する提携で必要な要因の相関 

 
以上より示唆されることは、技術を吸収する、と言っても、お金を出してコミットしていることを示

し、あとは学習する文化さえ構築しておけばいい、というものではない、ということだ。自社も努力し

成果を出すことで初めて本当の意味での信頼関係、オープンなコミュニケーションが構築でき、技術を

吸収することが可能となる。だから自社にイノベーションを促進する組織的特徴を作り出し、自社開発

を真剣に実施する必要がある。自社のみで開発を行うには足りない部分があり、それを補うために提携

戦略がある、ということが重要であり、リソースが足りない、リスクを分散したい、という意図だけで

提携戦略を立てて自分たちの努力を怠っては、提携から得られる技術や知識は限定されてしまう。 
また、図５のようにまとめてみると、全般にわたってトップの関与が非常に大きいことが明らかにな

った（図５中で黄色で示した項目）。トップの積極的な関与と理解は、大きなリスクを伴う次世代テク

ノロジーのマネジメントにおいては、必然的であり、もっとも重要な要因なのではなかろうか。 
キリンの場合、p.27に記したように技術系のトップ 6名だけを集めて、バイオ分野に進出することを
決めた。また 5 年間配は医薬品開発技術のキャッチアップを行い、10 年後の事業参入を目指すことを
決めている。全社的な取り組みとなるよう、関係者を全て意思決定にかかわらせたこと、長期的な方針

であるにもかかわらず、その意見を社長や副社長が最後まで守り抜く構えであったこと、が、キリンの

医薬品事業化にとって非常に重要であった。また、方針を決める際、自治医科大学の中尾学長のような

社外の有識者の意見を積極的に取り入れているところも、次世代テクノロジーの正確な評価を行うには

重要であったと考えられる。 
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そして、このトップの姿勢が、図５に示すようにさまざまな形で、提携の成功と提携による技術吸収

に大きな影響を与えていることが判った。 
 以上の主要な要因について、時系列でまとめなおして一般化すると、以下のようになる。  
① 自社が何をやろうとしているか、長期戦略をトップが明確化する。 
② その方針に基づいて、「イノベーションを促進する」組織的特徴を有する小さな組織を立ち上げ、維
持する。 

③ 目標を達成するために必要な提携戦略を策定し、適切なパートナーを選ぶ。 
④ パートナーとの間にオープンなコミュニケーションを実現し、協力して提携目標の達成に全力を尽
くす。 
図５に示したようにそれぞれが関係しているため、この要素のどれが抜けても、提携を活用して先行

するパートナーから次世代テクノロジーを吸収して事業を拡大していくことはできないであろう。 
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結章結章結章結章    本研究本研究本研究本研究のまとめのまとめのまとめのまとめ    
第第第第 1111節節節節    本研究本研究本研究本研究でででで明明明明らかになったことらかになったことらかになったことらかになったこと    
 キリンビール（株）と AMGEN の提携に関するケーススタディによって、提携を活用して次世代テ
クノロジーを吸収、あるいは当該事業に関する知識を吸収し、事業として成功させるために重要な要因

を明らかにした。 
 重要な要因を、時系列的に整理すると、 
① 自社が何をやろうとしているか、長期戦略をトップが明確化する。 
② その方針に基づいて、「イノベーションを促進する」組織的特徴を有する小さな組織を立ち上げ、維
持する。 

③ 目標を達成するために必要な提携戦略を策定し、適切なパートナーを選ぶ。 
④ パートナーとの間にオープンなコミュニケーションを実現し、協力して提携目標の達成に全力を尽
くす。 
このいずれの要因が抜けても、提携自体の成功、そしてその経験を通じての次世代テクノロジーの吸

収や当該事業分野に関する知識の吸収は不可能である。 
 
 次に、それらの項目に関して本研究で明確化された詳細をまとめる。 
① については、以下が重要である。 
・ 関係する技術系のトップだけを集めて、テーマおよび開発スケジュールといった方針の明確化

を行う。これにより、困難なときでも社内からの大きな反発がないようにする。 
・ 外部の有識者の意見も参考にし、次世代テクノロジーの正確な評価に努める。 
・ 長期的な視点から、資金面も含めて十分なリソースを確保する。 

② については、以下が重要な要因である。 
・ 社内外からベストメンバーを集める。それも、必要と思われる分野のメンバーを最初からきち

んと揃える。（ベストメンバーの条件：技術的に優秀であること、先が見えない仕事でも継続し

て積極的に取り組めること、企業家精神があること） 
・ 情熱と的確な判断力を持った謙虚なリーダーを選び、任せる。 
・ 次世代テクノロジーに詳しくないトップが口出しするのを極力避け、メンバーに任せることで、

従来の成功体験を排除する。 
・ 計画至上主義を排除し、実験的な管理手法による迅速な問題解決を重視する。 
・ 短期的な成果でなく、学習や「技術の習得」を重視する。 

③については、以下の点が必要な要因であった。 
・ パートナーの選定に当たっては、自社の戦略を実現するために必要な技術や知識を持っている

企業であることを最優先する。 
・ （上記項目で満たすと思われるが）イノベーションを促進する組織的特徴を有するパートナー

を選ぶ。 
 ④については、以下の点が重要であった。 
・ インターフェース：信頼関係を確立し、オープンなコミュニケーションを実現する。そのため

には以下の 3点が必要である。 
・ 提携の形態：オープンなコミュニケーションを実現するには、運命共同体としての認識を共有
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するよう資本関係の構築が有効である。また両社の共同作業が必要なのは技術面だけで、ビジ

ネス面ではそれぞれが独自性を持って取り組めるよう、成果管理会社を共同で設立し、ビジネ

スは各社の責任で行うようにすると、問題発生は限定的なものとなる。 
・ 文化的な一致：次世代テクノロジーで先行している企業はイノベーションを促進する組織的特

徴を満たしていることが多いと思われるので、自社も②でまとめた条件を有している必要があ

る。 
・ 技術的に補完できるという信頼、尊敬：②でまとめた条件を有し、技術的な成果を上げなけれ

ば、ドキュメント化されていない技術や知識の交換という段階まで進むことはありえない。技

術吸収という視点では、非常に重要な要素である。 
 
 本研究で明らかになったことは、技術を吸収する、と言っても、お金を出して、あとは学習する文化

さえ構築しておけばいい、というものではない、ということである。自社も努力し成果を出すことで初

めて本当の意味での信頼関係、オープンなコミュニケーションが構築でき、技術を吸収することが可能

となる。だから自社にイノベーションを促進する組織的特徴を作り出し、自社開発を真剣に実施する必

要がある。自社のみで開発を行うには足りない部分があり、それを補うために提携戦略がある、という

ことが重要であり、リソースが足りない、リスクを分散したい、という意図だけで提携戦略を立てて自

分たちの努力を怠っては、提携から得られる技術や知識は限られる。 
またトップの関与が非常に大きいことが明らかになった。トップの積極的な関与と理解は、大きなリ

スクを伴う次世代テクノロジーのマネジメントにおいては、もっとも重要な要因といえるが、提携形態

の決定のみならず、イノベーションを促進する組織的特徴を満たすための様々な部分に、トップの姿勢

が大きな影響を与えている。 
 
第第第第2222節節節節    今後今後今後今後のののの課題課題課題課題    
本研究によって、次世代テクノロジー・マネジメントにおける提携の活用について考察を行った。残

った課題は以下のとおりである。 
・ イノベーションを伴う不透明なプロジェクトを主導するリーダーに求められる要因を明らかに

する。 
・ 不透明ななかで、技術開発を組織的・効率的に進めていく管理手法を明らかにする。 

 本研究では「情熱と的確な判断力をもった謙虚なリーダー」を成功要因のひとつに挙げたが、調査が

限られた範囲であったこともあり、十分な検討が行えなかった。トップの不干渉が重要であることを明

らかにしたが、それだけにプロジェクトリーダーの役割が大きいと思われる。従来のやり方に縛られず

に自律した新しい組織を作り上げていくこと、パートナーとの信頼関係を築くこと、におけるリーダー

シップのあり方を、より詳細に調べることは大きな意義がある。 
 また本研究で、計画至上主義を排除し実験的な管理手法を取る必要性が示されたが、間違えると単な

る非効率な管理となって成果が出ない。有能な人材を集めることで、そのような事態を避ける、という

ことを強調したが、それだけで組織的な力になるとは思えない。単なる計画至上主義を超えた、別のマ

ネジメント手法があるはずだ。この点も、十分議論する必要があろう。 
 
 また、今回キリン AMGEN の提携を調べて得られたインプリケーションが一般的に通用するかどう
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か、を調べることも必要である。 
例えば、本研究では、「資本関係を伴う提携形態」がオープンなコミュニケーションを実現するのに

必要であり、提携による次世代テクノロジーの事業化、そして知識吸収において必須とした。この考え

は、不透明な事業環境の中で柔軟な提携戦略の重要性が唱えられている昨今、受け入れられにくいかも

しれない。 
その点に関する追加の証拠として現在注目しているのは、2001 年 3 月に始まった、大手製薬会社の
アボット・ラボラトリーズと、バイオベンチャーのミレニアム社の提携である47。この提携ではアボッ

トがミレニアム社の株式２億 5000万ドルの購入を発表している。両社は、代謝関連疾患（特に肥満、
糖尿病）に関する治療薬について、225 名の研究者よりなるチームを作って 35 のプロジェクトを立ち
上げた。 
アボットは、買収したクノール社が製造販売していた肥満薬メリディアなど関連薬剤を数種類販売、

糖尿病患者の血糖値モニターなどの分野で豊富な臨床データを持っている。一方、ミレニアム社は遺伝

子関連の創薬技術では高い評価を得ており、多くの製薬大手と提携してきた。両社は提携することで、

お互いの技術を融通させ、代謝関連薬剤における開発を迅速化する。臨床試験にかかる費用は折半する

こととし、その利益も折半することとしている。アボットは、ミレニアム社の遺伝子創薬技術という新

しい技術を吸収しようと考え、ミレニアム社は、基礎研究から利益があがらない業界構造となってきた

ため、製造販売にシフトしたいと考えており、その関連技術をアボットから吸収しようと考えている。

最初から技術をお互いに吸収しあうことが合意文書に盛り込まれているように、知識吸収が提携の重要

な目的となっている。すでに 2001年 11月には最初の薬剤を開発、臨床試験を開始しているので、成果
は順調に出始めていると見ていいだろう。 
この提携においても、「資本関係を伴う提携形態」がオープンなコミュニケーションの成立を促進し、

提携自体の成功とお互いの技術吸収に重要な役割があったことが認められれば、その重要性が確認でき

たことになろう。本研究が明らかにした他の点についても、この提携の経緯を調査していくことで、更

なる知見を蓄積することができると考えられる。 
 
今後、ますますニーズとシーズが離れていくこと、次世代テクノロジーの難度が上がっていくこと、

バリューチェーンのなかでの利益構造が変化していくことなどから、医薬分野に限らず次世代テクノロ

ジーを巡る提携が増えると予想される。今後も本分野での研究が続き、次世代テクノロジーの事業化を

効率的に実現する経営手法が明らかにされることを切に望む。費やされる資源（費用、エネルギー、有

能な人材の人生など）を考えるとき、無駄が少なくなるよう努力することは、企業の社会的責務のひと

つでもあろう。 
以上 

                                            
47 日経バイオビジネス 2001年 7月号、pp.92-96、Abbott Laboratories、Millennium 
Pharmaceuticalsの HPを参照。 
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